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３－１．事業の実施状況（医療分） 
 
平成28年度広島県計画に規定した事業（医療分）について、平成28年度終了時における

事業の実施状況を記載。 
 

事業の区分 １.地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は施備の整備に関する
事業 

事業名 【Ｎo.1（医療分）】 
ひろしま医療情報ネットワーク整備事業 

【総事業費】 
115,835 千円 

事業の対象
となる区域 

全区域 

 

事業の実施

主体 

地区医師会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある
医療・介護
ニーズ 

地域医療構想に基づいた病床機能の分化・連携を進めるとともに，在宅
医療への移行を円かるに進める必要がある。 

アウトカム指標： 
ＩＣＴを活用した医療情報ネットワークの構築 

 Ｈ27 実績：703 施設 → Ｈ32 目標：6,000 施設 

事業の内容
（当初計画） 

①ＨＭネット参加施設を増加させるための周知や参加募集を行う。 
②ＨＭネットに参加するために必要となる，初期整備を行う。 
③ＨＭネットに参加するために必要となる，地区医師会独自の既存ネット

ワーク内に導入するシステムを整備する。 

アウトプッ
ト指標（当初
の目標値） 

地域医療ネットワーク（ＨＭネット）参加施設数の増加 
・情報開示施設：30 施設 
・情報閲覧施設：2,000 施設（医科・歯科診療所，薬局） 

アウトプッ
ト指標（達成
値） 

地域医療ネットワーク（ＨＭネット）参加施設数の増加 
・情報開示施設： 24 施設(H27)→  30 施設(H28) 
・情報閲覧施設：703 施設(H27)→ 960 施設(H28) ※在宅関係施設を含む 
※開示病院 30 施設，参照医療機関 403 施設，歯科 17 施設，薬局 239 施設， 

在宅参加施設 266 施設，他県 3施設，その他 2施設 

事業の有効
性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 
ＩＣＴを活用した医療情報ネットワークの構築 

観察できなかった 
観察できた      → 指標： 703 施設→960 施設に増やすことで 

ネットワークの構築を図った 

（１）事業の有効性 
 ひろしま医療情報ネットワーク（ＨＭネット）の機能強化及び参加施設
の拡充が図られたことにより，病院，診療所，薬局等が診療情報を共有し，
県内どこにいても適切な医療・介護サービスが受けられる体制の整備が進
んでいる。 
（２）事業の効率性 
 ネットワークについては，広島県医師会が一元的に発注・開発しており，
広島県医師会と広島県が共同でＨＭネットの機能強化を図る執行体制を

整備したことで，効率的な執行が出来たと考える。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【Ｎo.2（医療分）】 

地域医療支援病院等の患者に対する歯科保健医療推

進事業 

【総事業費】 

561 千円 

事業の対象
となる区域 

福山・府中地区 

事業の実施
主体 

福山市歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年 10 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある
医療・介護
ニーズ 

地域医療構想の取組の基本方針である「病床の機能の分化及び連携の促

進」を図るため，地域の基幹病院間及び基幹病院と関連病院間をはじめと

した医療機関間や病床機能間の分化及び連携を推進することにより，質が

高く切れ目のない医療提供体制を整備する必要がある。 

地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等において，がん患者等の平

均在院日数を減らし退院促進を行うために，医療機関と地域のかかりつけ

の歯科医療機関が口腔機能管理の重要性の認識を共有し，医科歯科連携体

制を構築する必要がある。 

アウトカム指標： 

・医療機能の連携・強化が図られている二次保健医療圏：７圏域の維持 

・平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの病床数（暫定推計値） 

区分 現状(Ｈ27) 必要病床数(Ｈ37) 

高度急性期 5,024 床   2,989 床   

急性期 13,001 床   9,118 床   

回復期 3,768 床   9,747 床   

慢性期 9,950 床   6,760 床以上 
 

事業の内容

（当初計画） 

○周術期医科歯科連携に関する啓発の実施 

○医科歯科連携にかかる技術研修 

○医療機関に対する周術期口腔管理が可能な歯科医療機関の紹介 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

周術期医科歯科連携登録歯科医師数 

 154 人 ⇒ 200 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

周術期医科歯科連携登録歯科医師数 

154 人 ⇒ 154 人（廃院による▲5人，Ｈ28 新規登録による＋5人） 
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事業の有効

性・効率性 
事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

①医療機能の連携・強化が図られている二次保健医療圏 

②平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの病床数（暫定推計値） 

観察できなかった 

観察できた → 指標： 

①下記のとおり医科歯科連携の推進に取り組んだ。（７圏域を維持） 

② 

区分 Ｈ27 病床機能報告数 Ｈ28 病床機能報告数 

高度急性期 5,024 床    5,401 床    

急性期 13,001 床    12,623 床    

回復期 3,768 床    4,136 床    

慢性期 9,950 床    9,702 床    
 

（１）事業の有効性 

周術期における口腔機能管理の重要性を共有し，対応できる人材の育成

を図ることで，医科歯科連携体制の構築を進めることができた。 

（２）事業の効率性 

県内でも先進的に医科歯科連携に取り組んでいる福山市歯科医師会に

補助を実施することにより，効率的かつ実効性のある事業実施ができた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【Ｎo.3（医療分）】 

病床機能分化・連携促進基盤整備事業 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

病院及び有床診療所 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 ※計画変更協議予定 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

地域医療構想の実現に向けて，医療機関における病床機能分化の自主的

な取組を推進する必要がある。 

アウトカム指標： 

・平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの病床数（暫定推計値） 

区分 現状(Ｈ27) 必要病床数(Ｈ37) 

高度急性期 5,024 床   2,989 床   

急性期 13,001 床   9,118 床   

回復期 3,768 床   9,747 床   

慢性期 9,950 床   6,760 床以上 
 

事業の内容

（当初計画） 

回復期病床への転換に係る施設・設備整備に対して補助を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

回復期病床への転換 526 床 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

平成 28 年度中は未実施。平成 29 年度以降に実施することとした。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの病床数（暫定推計値） 

観察できなかった 

観察できた    → 指標： 

区分 Ｈ27 病床機能報告数 Ｈ28 病床機能報告数 

高度急性期 5,024 床    5,401 床    

急性期 13,001 床    12,623 床    

回復期 3,768 床    4,136 床    

慢性期 9,950 床    9,702 床    
 

（１）事業の有効性 

 事業実施後に記載 

（２）事業の効率性 

 事業実施後に記載 

その他    
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【Ｎo.4（医療分）】 

医療施設整備費補助金（がん診療施設設備整備事業） 

【総事業費】 

530,726 千円 

事業の対象

となる区域 

呉，広島中央 

事業の実施

主体 

呉医療センター，東広島医療センター 

事業の期間 平成 28 年 9 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

地域医療構想の取組の基本方針である「病床の機能の分化及び連携の促

進」を図るため，地域の基幹病院間及び基幹病院と関連病院間をはじめと

した医療機関間や病床機能間の分化及び連携を推進することにより，質が

高く切れ目のない医療提供体制を整備する必要がある。 

がん検診及び治療等の向上等，効率的かつ質の高い医療提供体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 

・医療機能の連携・強化が図られている二次保健医療圏：７圏域の維持 

・平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの病床数（暫定推計値） 

区分 現状(Ｈ27) 必要病床数(Ｈ37) 

高度急性期 5,024 床    2,989 床    

急性期 13,001 床    9,118 床    

回復期 3,768 床    9,747 床    

慢性期 9,950 床    6,760 床以上  
 

事業の内容

（当初計画） 

経年劣化による高額医療機器の故障により診療に支障が生じたり，機器

の性能が古いことにより精度の高い検査が実施できない状況となってい

るため，医療機器の更新等を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 がん診療施設として必要な医療機器等を整備し，がん検診及び治療の質

の向上を図る。（呉医療センター，東広島医療センター） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

 がん診療施設として必要な医療機器等を整備し，がん検診及び治療の質

の向上を図った。（呉医療センター，東広島医療センター） 
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

①医療機能の連携・強化が図られている二次保健医療圏 

②平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの病床数（暫定推計値） 

観察できなかった 

観察できた → 指標： 

①７圏域が維持された。） 

② 

区分 Ｈ27 病床機能報告数 Ｈ28 病床機能報告数 

高度急性期 5,024 床    5,401 床    

急性期 13,001 床    12,623 床    

回復期 3,768 床    4,136 床    

慢性期 9,950 床    9,702 床    
 

（１）事業の有効性 

呉圏域及び広島中央圏域の基幹的病院である呉医療センター及び東広

島医療センターのがん診療設備機器を更新等したことにより，診断能力の

維持及び向上が図られた。 

（２）事業の効率性 

呉医療センター及び東広島医療センターは，それぞれの二次医療圏  

の中で，国が指定した唯一のがん診療連携拠点病院であり，これらの病院

のがん診療設備機器を更新等することで，地域のがん医療の拠点としての

機能強化に取り組んだ。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【Ｎo.5（医療分）】 

認知症疾患医療センター（診療所型）支援事業 

【総事業費】 

63 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

医療法人微風会 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

診療報酬の認知症専門診断管理料２については，診療所型の認知症疾患

医療センターの診療報酬として算定されなかった。 

アウトカム指標： 

認知症治療病棟入院患者の入院後 1年時点の退院率の向上 

現状 73.2％（平成 27 年度精神保健福祉資料／暫定値） 

⇒平成 29 年：現状値より向上 

事業の内容

（当初計画） 

認知症疾患医療センター（診療所型）が行う認知症患者の症状増悪時に

係る診療及び療養計画説明等に対して，認知症専門診断管理料２相当額（1

件 3,000 円）を補助する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

認知症患者の症状増悪時に係る診療及び療養計画説明等 

認知症専門診断管理料２相当 402 件 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

認知症患者の症状増悪時に係る診療及び療養計画説明等 

認知症専門診断管理料２相当 21 件 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

認知症治療病棟入院患者の入院後 1年時点の退院率 

観察できなかった ※平成 30 年 3 月頃公表予定 

観察できた    → 指標： 

（１）事業の有効性 

認知症疾患医療センター（診療所型）が行う認知症患者の症状増悪時に

係る診療及び療養計画説明等に対して支援を行い，認知症の専門医療の提

供について，身近な地域での早期受診・早期診断を促進した。 

（２）事業の効率性 

認知症疾患医療センターに補助を行うことにより，効率的な執行ができ

たと考える。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【Ｎo.6（医療分）】 

医療保護入院者退院支援事業 

【総事業費】 

135 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県内精神科病院（42 病院） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

精神科病院に長期入院している者が地域での生活に移行するためには，

住居の確保等地域で生活をするために，地域の関係者の支援が必要である

が，入院している本人等と地域援助事業者との接点を作るための仕組みが

できていない。 

アウトカム指標： 

認知症治療病棟入院患者の入院後 1年時点の退院率の向上 

現状 73.2％（平成 27 年度精神保健福祉資料／暫定値） 

⇒平成 29 年：現状値より向上 

事業の内容

（当初計画） 

医療保護入院者の退院に向けて開催される退院支援委員会に，地域の援

助事業者を招聘する費用を補助する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

地域援助事業者参加数 400 件 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

地域援助事業者参加数  21 件（4病院実施） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

認知症治療病棟入院患者の入院後 1年時点の退院率 

観察できなかった ※平成 30 年 3 月頃公表予定 

観察できた    → 指標： 

（１）事業の有効性 

 退院支援委員会へ地域の援助事業者を招聘したことにより，医療保護入

院者の退院後の具体的な支援計画が立てやすくなった。 

（２）事業の効率性 

 退院支援委員会への地域援助事業者の招聘により，当事者を中心とした

医療・福祉に係る連携体制の構築が促進されており，医療保護入院者の入

院期間の短縮や地域生活への移行が円滑になったものと考える。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【Ｎo.7（医療分）】 

終末期における新たな住まい方創出支援等事業 

【総事業費】 

44,874 千円 

事業の対象

となる区域 

広島 

事業の実施

主体 

地区医師会 

事業の期間 平成 28 年 8 月 18 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

単身や高齢者のみの世帯が増加する中，終末期を住み慣れた地域で人生

の最期まで過ごすことができる新たな住まい方を選択肢として検討する

必要がある。 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 125圏域（Ｈ29） 

事業の内容

（当初計画） 

住み慣れた地域で人生の最終段階を過ごし，看取りまで行う新たな住ま

いの場（ホスピスホーム）の整備を支援 

○既存建物（旧有床診療所）の改修・改装 

○関係専門職等への研修 

 多職種連携に係る症例別事例研修会等 

○ホスピスホームの普及啓発 

 公開講座の開催 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

ホスピスホーム設置数（１か所） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

ホスピスホーム設置数（１か所） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 

観察できなかった  

観察できた    → 指標：98 圏域 

（１）事業の有効性 

人生の最終段階まで，自分らしく生きることができるよう，新たな住ま

いの場（ホスピスホーム）を提供できる体制の整備が図られた。 

（２）事業の効率性 

新たな住まいの場（ホスピスホーム）のモデル的な取組により，県内全

域への普及・展開が図られた。 

その他 地区医師会が自ら運営することで，さまざまな診療科の医師との連携が

期待できる。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【Ｎo.8（医療分）】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費】 

7,672 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の実施

主体 
地区歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年 8 月 18 日～平成 29 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

増加する在宅高齢者に対応するため，県内全域で在宅歯科診療が受けら

れる体制の整備が必要 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 125 圏域（Ｈ29） 

事業の内容

（当初計画） 

地域の在宅歯科診療をバックアップする体制を整備する地区歯科医師

会に対する立上げ支援 

○貸出用の在宅歯科診療機器の整備 

○運営委員会の設置 

 医療・介護との連携・調整，カンファレンスへの参加 

○地域住民，医療機関，介護施設への広報 

 チラシの作成・配布 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 

項 目 在宅歯科医療連携室が整備されている歯科医師会数 

現状値(Ｈ27年度) 11 地域 

Ｈ28 年度 14 地域 

Ｈ29 年度 19 地域（県内全域） 
 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

 

項 目 在宅歯科医療連携室が整備されている歯科医師会数 

Ｈ28 年度 14 地域 
 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 

観察できなかった  

観察できた    → 指標：98圏域 

 （１）事業の有効性 

各地域の在宅歯科診療をバックアップする体制を整備することにより，

県内全域で在宅歯科診療が受けられる体制の整備が進んだ。 

（２）事業の効率性 

各地区歯科医師会単位で在宅歯科診療希望者に対する相談受付や在宅

歯科診療を行う歯科医療機関への診療機器の貸出を行うことなどにより，

在宅医療提供体制の地域差の解消が進んだ。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅における医療の提供に関する事業 

事業名 【Ｎo.9（医療分）】 

在宅歯科医療提供時の医療安全の確保事業 

【総事業費】 

2,633 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島歯科医療安全支援機構 

 

事業の期間 平成 28 年 10 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

増加する在宅の認知症高齢者や重度障害者に対応するため，在宅歯科医

療を充実させるにあたり医療安全体制を推進する必要がある。 

アウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

200 施設（Ｈ27）⇒ 289 施設（Ｈ28） 

事業の内容

（当初計画） 

○インターネットを介した医療事故防止に係る情報発信 

○歯科医師・歯科衛生士等に対し，医療安全に関する基礎的な研修を実施 

○歯科医師・歯科衛生士等に対し，医療安全管理に関する講習会を開催し， 

試験に合格した者を認定歯科医師等として認定 

○医療事故防止等に関する自己点検・未然防止対策システムの整備・運用 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

広島歯科医療安全支援機構登録会員数 

 110 機関（Ｈ27）⇒150 機関（Ｈ28） 

広島歯科医療安全支援機構認定歯科医師・歯科衛生士 

 26 人（Ｈ27）⇒40 人（Ｈ28） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

広島歯科医療安全支援機構登録会員数 

 110 機関（Ｈ27）⇒113 機関（Ｈ28） 

広島歯科医療安全支援機構認定歯科医師・歯科衛生士 

 26 人（Ｈ27）⇒39 人（Ｈ28） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

観察できなかった 

観察できた  → 指標：200 施設（Ｈ27） ⇒ 248 施設（Ｈ28） 

（１）事業の有効性 

在宅歯科医療のほとんどは一般の歯科診療所からの往診で行われてい

るが，これらの診療所では，感染予防対策および医療事故防止等の医療安

全を確保することは人的，財政的面から困難であるため，これらの歯科医

師等に対する研修等の支援を実施したことは極めて有効であった。 

（２）事業の効率性 

広島歯科医療安全支援機構には，さまざまな方面から医療安全に関する

情報が入ってきており，その中から在宅歯科医療において必要となる情報

を迅速かつ効率的に歯科医師等に伝えることができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【Ｎo.10（医療分）】 

医療施設整備費補助金（在宅介護者への歯科口腔保

健推進設備整備事業） 

【総事業費】 

4,113 千円 

事業の対象

となる区域 

広島，広島中央，呉，福山・府中，備北 

事業の実施

主体 

藤本歯科クリニック 他 8施設 

事業の期間 平成 28 年 9 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

高齢者人口の増加に伴い，在宅の認知症高齢者等が増加することが予想

され，在宅歯科診療のための専門的な機能を有した歯科医療機関を増加さ

せる必要がある。 

アウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

200 施設（Ｈ27）⇒ 289 施設（Ｈ28） 

事業の内容

（当初計画） 

 在宅療養者への口腔ケア及び在宅介護者への歯科口腔保健の知識や技

術の指導を実施するために必要となる医療機器等の設備整備に対して補

助する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

高まる在宅歯科診療の需要に対応するため，在宅での口腔ケア等の実施

についての普及及び質の向上を図る。（12 医療機関） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

 高まる在宅歯科診療の需要に対応するため，在宅での口腔ケア等の実施

についての普及及び質の向上を図った。（9医療機関） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：200 施設（Ｈ27）⇒ 248 施設（Ｈ28） 

（１）事業の有効性 

 在宅療養者への口腔ケア及び在宅介護者への歯科口腔保健の知識や技

術の指導を実施する歯科診療所の医療機器等を整備したことにより，口腔

ケア等の実施についての普及及び向上が図られた。 

（２）事業の効率性 

 補助を実施した歯科診療所は，積極的に在宅療養者への口腔ケア及び在

宅介護者への歯科口腔保健の知識や技術の指導を実施している歯科診療

所であり，これらの診療所の医療機器等を整備等することは，限られた医

療資源の効率的な活用方法であると考える。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅における医療の提供に関する事業 

事業名 【Ｎo.11（医療分）】 

広島口腔保健センター機能充実推進事業（広島口腔

保健センター設備整備） 

【総事業費】 

77,854 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年 10 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅の認知症高齢者や重度障害者が増加しているため，在宅歯科医療体

制を確保する必要がある。 

アウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

200 施設（Ｈ27）⇒ 289 施設（Ｈ28） 

事業の内容

（当初計画） 

在宅歯科診療の拠点であり，治療困難者への専門医療を行う広島口腔保

健センターの設備整備を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

広島口腔保健センター設備整備の完了（１施設） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

広島口腔保健センター設備整備の完了（１施設） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：200 施設（Ｈ27）⇒ 248 施設（Ｈ28） 

（１）事業の有効性 

広島口腔保健センターにおける在宅歯科医療の広域的拠点としての機

能を充実させる設備整備を行うことができた。 

（２）事業の効率性 

今後，広島口腔保健センターの設備を活用することで，地域における在

宅歯科医療や歯科医療提供サービス提供困難者への歯科医療の知識・技術

の効率的な普及につながるものと考える。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【Ｎo.12（医療分）】 

医療施設整備費補助金（在宅歯科診療設備整備事業） 

【総事業費】 

5,134 千円 

事業の対象

となる区域 

広島 

事業の実施

主体 

大迫歯科クリニック，片山歯科医院，山田歯科医院 

事業の期間 平成 28 年 9 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

高齢者人口の増加に伴い，在宅の認知症高齢者等が増加することが予想

され，在宅歯科診療のための専門的な機能を有した歯科医療機関を増加さ

せる必要がある。 

アウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

200 施設（Ｈ27）⇒ 289 施設（Ｈ28） 

事業の内容

（当初計画） 

 在宅歯科診療を実施するために必要となる医療機器等の初度設備整備

に対して補助する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

高まる在宅歯科診療の需要に対応するため，在宅歯科診療の機能強化を

図る。（３医療機関） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

 高まる在宅歯科診療の需要に対応するため，在宅歯科診療の機能強化を

図った。（３医療機関） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：200 施設（Ｈ27）⇒ 248 施設（Ｈ28） 

（１）事業の有効性 

 在宅歯科診療を実施する歯科診療所の医療機器等を整備したことによ

り，在宅歯科診療の機能強化が図られた。 

（２）事業の効率性 

 補助を実施した歯科診療所は，積極的に在宅歯科診療を実施している歯

科診療所であり，これらの診療所の医療機器等を整備等することは，限ら

れた医療資源の効率的な活用方法であると考える。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【Ｎo.13（医療分）】 

歯科衛生士養成所設備整備事業 

【総事業費】 

11,155 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年 9 月 21 日～平成 29 年 1 月 23 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

・ 在宅歯科診療の主な対象である寝たきりの高齢者へは，口腔内の乾燥

により通常の歯ブラシでは粘膜が破損するためスポンジを使用したケ

アや水の不使用による誤嚥性肺炎の防止，嚥下訓練が必要 

・ 在宅での認知症高齢者が増加しており，在宅歯科診療ができる歯科医

療機関の不足 

アウトカム指標： 

・在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

200 施設（Ｈ27）⇒ 289 施設（Ｈ28） 

・在宅歯科診療に対応できる歯科衛生士 144 人(年) 

事業の内容

（当初計画） 

予測されている在宅歯科診療のニーズに対応できる在宅歯科診療機関

を確保するため，基盤の整備・人材の育成及び養成を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

歯科衛生士養成所への設備整備補助（１施設） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

広島高等歯科衛生士専門学校における設備整備（Ｘ線撮影装置，医療用洗

浄機，高圧蒸気滅菌器） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

 在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

観察できなかった 

観察できた     → 指標：200 施設（Ｈ27） ⇒ 248 施設（Ｈ27）                   

（１）事業の有効性 

歯科衛生士養成校の教育環境の充実に必要な設備が導入されることで，

高い実習効果が得られ，現場業務への円滑な対応が可能となった。 

（２）事業の効率性 

 二葉の里地区医療・福祉ゾーンに立地する歯科衛生士養成校の拠点的機

能が向上するとともに，ニーズに対応したより効率的な実習体制の整備が

図られた。 

その他  

  



28 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.14（医療分）】 

地域医療支援センター運営事業 

【総事業費】 

107,497 千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

事業の実施

主体 

広島県 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

県内では，若手医師の減少，医師の地域・診療科偏在，医療需要増加に

よる医師不足が懸念されており，地域医療体制の維持を図るために人材育

成や医師確保対策，医師の配置調整を行う必要がある。 

アウトカム指標： 

・県内医療施設従事医師数（人口 10 万人対）264.6 人 

 （※前回調査 252.2 人：Ｈ26 調査） 

・過疎地域の医療施設従事医師数（人口 10 万人対）200.6 人 

 （※前回調査 188.7 人：Ｈ26 調査） 

 ※厚生労働省調査「医師・歯科医師・薬剤師調査」による 

事業の内容

（当初計画） 

○医師確保や地域医療の支援に係る事業を行う 

 ①地域医療に携わる医師の確保 

   臨床研修病院の支援，奨学金医師等を対象とした「地域医療セミナ

ー」開催，県外医師・女性医師・ベテラン医師の就業支援，自治医科

大学卒業医師等の配置調整等 

 ②地域医療の環境整備 

   地域医療を考える市町・住民の取組への支援，広島県へき地医療支

援機構の事務局業務等 

 ③情報収集・情報発信 

   「ふるさとドクターネット広島」による県内外医師への情報発信等 

 ④その他人件費，事務費等 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

初期臨床研修医確保数（マッチング数 158 人） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

初期臨床研修医確保数（マッチング数 168 人） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・県内医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

・過疎地域の医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

観察できなかった ※隔年調査（Ｈ28 年度実施） 

観察できた      →  指標： 
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（１）事業の有効性 

平成 28 年度マッチング実績は，制度開始後，昨年度に続く数であり，

若手医師の確保を進める大きな役割を果たすとともに，就業の紹介・斡旋，

県外からの誘致，地域医療の環境整備などの取組を展開し，県内医師の確

保につながっている。 

（２）事業の効率性 

事業実施は，県，市町，広島大学，関係団体により構成する公益団体（公

広島県地域保健医療推進機構），関係団体の緊密な連携・協力の下で，効

率的かつ効果的な事業展開が行われている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.15（医療分）】 

広島県医師育成奨学金貸付金事業 

【総事業費】 

196,904 千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

事業の実施

主体 

広島県 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

県内では，若手医師の減少，医師の地域・診療科偏在，医療需要増加に

よる医師不足が懸念されており，地域医療体制の維持を図るために人材育

成を行う必要がある。 

アウトカム指標： 

・県内医療施設従事医師数（人口 10 万人対）264.6 人 

 （※前回調査 252.2 人：Ｈ26 調査） 

・過疎地域の医療施設従事医師数（人口 10 万人対）200.6 人 

 （※前回調査 188.7 人：Ｈ26 調査） 

 ※厚生労働省調査「医師・歯科医師・薬剤師調査」による 

事業の内容

（当初計画） 

 奨学金を医学部学生等に貸与し，返済を免じる代わりに一定期間は中山

間地域に勤務する条件を課すことで，中山間地域の医師確保を図る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・初期臨床研修医確保数（マッチング数 158 人） 

・貸与学生数（ふるさと枠：102 名，地域枠：7名，一般枠：17 名） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・初期臨床研修医確保数（マッチング数 168 人） 

・貸与学生数（ふるさと枠：102 名，地域枠：6名，一般枠：17 名） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・県内医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

・過疎地域の医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

観察できなかった ※隔年調査（Ｈ28 年度実施） 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

本県出身等の医学生に対して，勤務条件を付した奨学金貸与を行うこと

で，将来，地域医療に従事する医師を確保し，医師不足の解消を図る直接

的な取組・制度であり，今後，育成した医師が県内各地で活躍することが

期待される。 

（２）事業の効率性 

地域医療に従事する人材確保の取組として，対象を特定しつつ育成・支

援を合わせて展開することができ，個々人に応じたきめ細やかな対応が可

能であることから，効率的な取組につながっている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.16（医療分）】 

広島大学医学部寄附講座運営事業 

【総事業費】 

40,000 千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

事業の実施

主体 

広島大学 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

県内では，若手医師の減少，医師の地域・診療科偏在，医療需要増加に

よる医師不足が懸念されており，地域医療体制の維持を図るために人材育

成を行う必要がある。 

アウトカム指標： 

・県内医療施設従事医師数（人口 10 万人対）264.6 人 

 （※前回調査 252.2 人：Ｈ26 調査） 

・過疎地域の医療施設従事医師数（人口 10 万人対）200.6 人 

 （※前回調査 188.7 人：Ｈ26 調査） 

 ※厚生労働省調査「医師・歯科医師・薬剤師調査」による  

事業の内容

（当初計画） 

 地域医療体制の確保と地域医療に携わる医師の養成を図るため，広島大

学医学部に「地域医療」に関する寄附講座を設置し，地域枠等の医学生に

対し，地域医療教育，実習，研修指導等を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・初期臨床研修医確保数（マッチング数 158 人） 

・広島大学医学部地域医療システム学講座の開講（Ｈ28.4～Ｈ29.3） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・初期臨床研修医確保数（マッチング数 168 人） 

・広島大学医学部地域医療システム学講座の開講（Ｈ28.4～Ｈ29.3） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・県内医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

・過疎地域の医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

観察できなかった ※隔年調査（Ｈ28 年度実施） 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 

地域枠学生が学ぶ広島大学内に寄附講座を設置し，地域枠学生等に対す

る地域医療実習の実施や，将来の進路に係る相談支援，キャリア形成プロ

グラムの作成・仕組みづくりなど，今後，県内各地で地域医療に従事し，

活躍できる体制・環境を整える取組を展開した。 

（２）事業の効率性 

中山間地域を始め，県内の医師確保対策を担う地域医療支援センター等

との緊密な連携・協力体制により，効率的な事業実施につながっている。 

その他  
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事業の区分 ３ 医療従事者等の確保・養成 

事業名 【Ｎo.17（医療分）】 

包括的過疎地域医師育成・活躍支援システム整備事業 

【総事業費】 

10,518 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

・広島市立安佐市民病院 

・市立三次中央病院 

・広島県地域医療支援センター（広島県地域保健医療推進機構） 

事業の期間 平成 28 年 8 月 19 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

医師が都市部に集中する地域偏在を解消し，過疎地域においても安心し

て必要な医療が受けられる医療提供体制の確保が必要。 

アウトカム指標： 

過疎地域の医療施設従事医師数（人口 10 万人対）200.6 人 

 （※前回調査 188.7 人：Ｈ26 調査） 

 ※厚生労働省調査「医師・歯科医師・薬剤師調査」による 

事業の内容

（当初計画） 

中核的へき地医療拠点病院を中心とした広域的ネットワークを形成し，

過疎地域に勤務する若手医師等の研鑽・活躍を支援する。 

・医師の研修研鑽等支援（研修機会の提供や代診医等の派遣） 

・支援体制の整備（関係者会議の開催） 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

研修研鑽等に係る参加及び協力医師数（延数）：116 人以上 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

研修研鑽等に係る参加及び協力医師数（延数）：204 人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

過疎地域の医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

観察できなかった ※隔年調査（Ｈ28 年度実施） 

観察できた    → 指標： 

（１）事業の有効性 

中核的へき地医療拠点病院を中心とした広域的ネットワーク体制の下

で研修機会等の提供がなされるとともに，当事者意見を踏まえた実施内容

の検討・実施により，効果的な事業実施が図られた。 

（２）事業の効率性 

広域的ネットワークによる地域の関係機関が連携・協力した体制で進め

られたことから，地域ぐるみによる事業の円滑化及び効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.18（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費】 

122,515 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

土谷総合病院 他 36 機関 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

過酷な勤務環境にある産科・産婦人科医師等が減少している現状に鑑

み，産科医療機関が支給している分娩手当や，後期臨床研修医に支給する

手当に対し助成することで，地域でお産を支える産科医等の処遇を改善

し，将来の産科医療を担う医師の育成・確保を図るとともに，地域の周産

期を支援する。 

アウトカム指標： 

人口 10 万人対医療施設従事医師数（産婦人科・産科）主たる診療科 

Ｈ26 実績：42.3 人 → Ｈ28 目標：前回調査比増 

※厚生労働省調査「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

（過酷な勤務環境のなか周産期医療体制の維持） 

事業の内容

（当初計画） 

・周産期母子医療センターや民間の分娩取扱期間の産科医・助産師に対し

て，分娩手当の一部を補助。 

・臨床研修終了後の専門的な研修において，産科を選択する医師に対し，

後期臨床研修医手当を支給する医療機関に手当ての一部を補助。 

・診療報酬の対象となる NICU の新生児担当医に新生児医療手当を支給す

る医療機関に対し，手当の一部を補助。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・産科医等確保支援事業 44 医療機関 

・新生児医療担当医確保支援事業（新生児担当医手当）１医療機関 

・産科医等育成支援事業（研修医手当）１医療機関 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・産科医等確保支援事業 37 医療機関 

・新生児医療担当医確保支援事業（新生児担当医手当）１医療機関 

・産科医等育成支援事業（研修医手当）０医療機関 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人対医療施設従事医師数（産婦人科・産科）主たる診療科 

観察できなかった ※隔年調査（Ｈ28 年度実施） 

観察できた    → 指標： 

（１）事業の有効性 

 分娩手当の一部補助だけでなく後期臨床研修医手当の補助及び新生児

医療手当の一部補助を行っており，過酷な環境で働く産科医・助産師が働

き続けるための一定の効果がみられる。 

（２）事業の効率性 

 県からの照会に対し，申請をした病院に対して補助を行っており，必要

なところに効率的な執行ができたものと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.19（医療分）】 

小児科医等研修事業（食物アレルギー研修） 

【総事業費】 

825 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県 

事業の期間 平成 28 年 10 月 27 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

食物アレルギー罹患児は，保育園児及び児童生徒において増加傾向であ

る。校医等の食物アレルギーに対する知識が不足しているため，正確な診

断に至らず，誤った情報の共有によって給食現場に混乱が生じ，誤食事故

等が発生している。 

アウトカム指標： 

生活管理指導表を活用した指導医数 

Ｈ27 実績：251 名 → Ｈ28 目標：730 名（累計） 

事業の内容

（当初計画） 

食物アレルギー研修プログラムにより，小児科医等を対象とした食物ア

レルギー（専門）研修を実施し，県内のアレルギー診断・治療体制の充実

を図る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

経口負荷試験による確定診断ができる専門医を育成（専門研修：５回／人） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

経口負荷試験による確定診断ができる専門医を育成（専門研修：５回／人） 

専門研修の参加者 ９人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

生活管理指導表を活用した指導医数 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 食物アレルギー罹患児の地域における適切な指導・管理及び，食物経口

負荷試験等のより専門的な診療体制の推進することができた。 

（２）事業の効率性 

 委託先である広島県医師会において，アレルギー専門医を構成員とする

検討委員会での企画・運営により，効果的な執行ができたと考える。 

その他 県内の経口負荷試験実施医療機関の増加を図るため，今後は広島県医師

会において，小児科医のアレルギー診察の専門性の向上を目的とした研修

会を継続して実施する。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.20（医療分）】 

女性医師等就労環境整備事業 

【総事業費】 

165,615 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

女性医師の復職支援や離職防止策を強化することにより，将来的な医師不

足の解消を図ることができる。 

アウトカム指標： 

・県内地域医療に携わる女性医師数の増 

Ｈ26 実績：1,325 人→Ｈ28 目標：前回調査比増 

※厚生労働省調査「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

事業の内容

（当初計画） 

・女性医師等短時間正規雇用導入支援事業 

女性医師等の離職防止・復職支援のため，短時間正規雇用制度を導入 

・ベビーシッター等活用支援事業 

ベビーシッターやファミリーサポートセンター等を活用した女性医

師等に対し，その経費の一部を助成（保育所除く） 

・宿直等代替職員活用支援事業 

育児・介護中の女性医師等の宿直・休日勤務を免除し，当該医師の代

わりに非常勤勤務医師を宿直勤務させる。 

・復職研修事業 

育児のために離職し，再就業に不安を抱える女性医師等を対象とし

て，指導医のもとで復職研修受入を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・女性医師短時間正規雇用導入支援事業 13 医療機関（Ｈ28） 

・ベビーシッター等活用支援事業 １医療機関（Ｈ28） 

・宿直代替職員活用支援事業 11 医療機関（Ｈ28） 

・復職研修支援事業 １医療機関（Ｈ28） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・女性医師短時間正規雇用導入支援事業 16 医療機関（Ｈ28） 

・ベビーシッター等活用支援事業 １医療機関（Ｈ28） 

・宿直代替職員活用支援事業 10 医療機関（Ｈ28） 

・復職研修支援事業 ０医療機関（Ｈ28） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

 県内地域医療に携わる女性医師数 

観察できなかった ※隔年調査（Ｈ28 年度実施） 

観察できた    → 指標： 
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（１）事業の有効性 

女性医師短時間正規雇用導入支援事業が前年度を上回っており，出産，

育児等で休職，退職せざるを得なかった女性医師等を医療の現場に繋ぎ止

める一定の効果が認められる。 

（２）事業の効率性 

県からの照会に対し，申請をした病院に対して補助を行っており，必要

なところに効率的な執行ができたものと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.21（医療分）】 

看護職員キャリア支援事業（新人看護職員研修事業，

医療機関受入研修事業，教育指導者研修開催事業，

集合研修開催事業，新人研修ワーキンググループ） 

【総事業費】 

46,853 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県，医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

新人看護職員は，養成所で学んだ知識と臨床の場で求められる高い実践

能力とのギャップによりリアリティショックの問題に悩みがちであり，適

切なフォローがなされないと，知識や技術の問題を抱えたまま早期離職に

つながりやすい。 

新人研修体制の拡充に係る事業を実施し，看護の質の向上と早期離職防

止を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

Ｈ26 実績 41,451 人 ⇒ Ｈ28 目標 42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

① 新人看護職員研修及び他施設からの受入研修実施病院への補助 

② 教育指導者研修の実施（対象：研修責任者，教育担当者，実地指導者） 

③ 集合研修の実施（対象：小規模病院の新人看護職員） 

④ 新人研修ワーキンググループの開催 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

① 新人看護職員研修及び他施設からの受入研修実施病院への補助（70

施設） 

② 教育指導者研修の実施（研修責任者１回，教育担当者２回，実地指導

者２回実施） 

③ 集合研修の実施（対象：新人看護師研修５回・新人助産師研修９回） 

④ 新人研修ワーキンググループの開催（年１回） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

① 新人看護職員研修及び他施設からの受入研修実施病院への補助（70

施設） 

② 教育指導者研修の実施（研修責任者１回，教育担当者２回，実地指導

者２回実施） 

③ 集合研修の実施（対象：新人看護師研修５回・新人助産師研修９回） 

④ 新人研修ワーキンググループの開催（年１回） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加  

観察できなかった 

観察できた    → 指標：42,904 人 
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（１）事業の有効性 

新人研修体制を拡充することで，新人看護職員の実践能力が向上し，早

期離職を防止するため，医療施設従事看護職員数の減少に歯止めをかける

ことに有効である。 

（２）事業の効率性 

(公社)広島県看護協会，各医療機関の看護管理者等と連携・協力して，

各種の事業を看護職員の実態に合わせて効率的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.22（医療分）】 

認定看護師育成支援事業（認定看護師育成支援事業） 

【総事業費】 

989 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

日本赤十字広島看護大学 

 

事業の期間 平成 28 年 6 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

患者ニーズの多様化やチーム医療の推進，在宅医療への転換等に伴い，

高度な専門知識と技術を持った看護師が必要とされている。 

アウトカム指標： 

200 床未満の病院等の認定看護師数 

Ｈ27 実績：93 人 → Ｈ28 目標：105 人 

事業の内容

（当初計画） 

・県内で認定看護師教育課程を開設する者に対して，認定看護師の育成に

かかった経費（ただし県内施設所属者分のみ）を補助する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・県内施設に所属する認定看護師教育課程修了生 7 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・県内施設に所属する認定看護師教育課程修了生 8 人 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

200 床未満の病院等の認定看護師数 

観察できなかった 

観察できた → 指標：106 人 

（１）事業の有効性 

専門的な知識を有し，自ら質の高い看護を実践するとともに，周囲の看

護師への指導・相談対応等を行う認定看護師へのキャリアアップを支援す

ることにより，看護人材の離職防止・定着促進が図られた。 

（２）事業の効率性 

補助を実施した大学は認定看護師育成を行う県内唯一の教育機関であ

り，これまでの実績から，受講生の指導や実習先の確保等を効率的に進め

ることができている。 

その他  

 

  



40 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.23（医療分）】 

認定看護師育成支援事業（認定看護師教育機関派遣

支援事業） 

【総事業費】 

11,459 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

200 床未満の病院等 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

患者ニーズの多様化やチーム医療の推進，在宅医療への転換等に伴い，

高度な専門知識と技術を持った看護師が必要とされている。 

アウトカム指標： 

200 床未満の病院等の認定看護師数 

Ｈ27 実績：93 人 → Ｈ28 目標：105 人 

事業の内容

（当初計画） 

中小病院等が自施設の看護職員を認定看護師教育機関へ派遣する費用

の一部を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・受講料の助成 3 人 

・代替職員人件費の助成 2 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・受講料の助成 6 人 

・代替職員人件費の助成 4 人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

200 床未満の病院等の認定看護師数 

観察できなかった 

観察できた → 指標：106 人 

（１）事業の有効性 

専門的な知識を有し，自ら質の高い看護を実践するとともに，周囲の看

護師への指導・相談対応等を行う認定看護師へのキャリアアップを支援す

ることにより，看護人材の離職防止・定着促進が図られた。 

（２）事業の効率性 

補助を実施した大学は認定看護師育成を行う県内唯一の教育機関であ

り，これまでの実績から，受講生の指導や実習先の確保等を効率的に進め

ることができている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.24（医療分）】 

ナースセンター事業 

【総事業費】 

25,998 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

看護職員は年々増加傾向にあるが，今後増加が見込まれる医療ニーズに

対応するには，潜在看護職員の再就業を促進する必要がある。 

アウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

Ｈ26 実績 41,451 人 ⇒ Ｈ28 目標 42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

① 離職者支援事業 

 届出制度に伴う，情報把握や支援体制の強化のための事業 

 ・県内市町へのナースセンター相談員による出張就業相談 

 ・早期離職者に対するカフェの開催 

 ・ナースセンター情報管理システムによる個別カルテの作成と，届出者

への研修等情報提供 

② 復職支援事業 

 ・看護技術に関する事前研修の実施 

 ・病院及び訪問看護 ST での実践研修の実施 

 ・中小医療機関における再就業定着促進の支援 

③ 看護職員確保対策調査事業 

 ・看護職員の働く職場環境に関する実態調査 

 ・看護職員離職者実態調査  

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

①・市町への出張就業相談（広島市 3会場 4 回，他市町は希望により各 1

会場１～２回） 

 ・早期離職者対象カフェ（8市 9か所×2回実施） 

 ・情報管理システムへの情報の蓄積 

②・事前研修 3回開催 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

①・出張就業相談 希望する８市町 9か所で開催 相談件数延べ 34 件 

 ・早期離職者対象カフェ：8市町 9か所（広島市 2か所・廿日市市・東

広島市・福山市・呉市・尾道市・府中町・三次市×2回実施）延べ 81

人参加 

②・事前研修 3か所開催（延べ 12 日）参加人数延べ 31 人 

※ナースバンクによる再就業者数：756 人 
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加  

観察できなかった 

観察できた    → 指標：42,904 人 

（１）事業の有効性 

 離職者に対するカフェや市町での出張就業相談を実施し，再就業者増加

に取り組んだ結果，ナースバンクによる再就業者数 756 人となった。（前

年度比 139 人増）    

（２）事業の効率性 

 （(公社)広島県看護協会・県立広島大学と連携・協力して，各種の事業

を看護職員の実態に合わせて効率的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.25（医療分）】 

看護職員キャリア支援事業（中堅職員・看護管理者キ

ャリアサポート研修，看護師のための広島県版キャリ

アパス構築事業） 

【総事業費】 

1,532 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県看護協会，広島県  

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

新人看護職員は，養成所で学んだ知識と臨床の場で求められる高い実践

能力とのギャップによりリアリティショックの問題に悩みがちであり，適

切なフォローがなされないと，知識や技術の問題を抱えたまま早期離職に

つながりやすい。 

新人研修体制の拡充に係る事業を実施し，看護の質の向上と早期離職防

止を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

Ｈ26 実績 41,451 人 ⇒ Ｈ28 目標 42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

① 新人研修を支える中堅職員及び看護管理者に対し，リーダーシップ，

コーチング等の看護実践能力以外の分野で各ステージに必要とされる

研修を実施する。 

② 結婚・出産等，私生活のライフステージと組織のニーズが調和した看

護職員の働き方を示すため，可視化されたキャリアの指標を構築する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○ 中堅職員・看護管理者キャリアサポート研修（３回） 

○ 看護師のための広島県版キャリアパスを新たに構築 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○ 中堅職員・看護管理者キャリアサポート研修（３回） 

○ 看護師のための広島県版キャリアパスを新たに構築（完成） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加  

観察できなかった 

観察できた    → 指標：42,904 人 
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（１）事業の有効性 

看護職員養成の充実・強化により，看護実践能力の高い看護職員を養成

することができ，新人期の研修体制の整備や中堅職員，看護管理者も含め

た総合的なキャリア形成に向けた支援・研修を実施することで，離職率防

止となり，医療施設従事看護職員数の減少に歯止めをかけることに有効と

なる。 

（２）事業の効率性 

(公社)広島県看護協会，各医療機関の看護管理者等と連携・協力して，

各種の事業を看護職員の実態に合わせて効率的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.26（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助金 

【総事業費】 

146,638 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

医療・介護需要の増加が見込まれる中，看護教育の充実を図ることによ

り，看護職員を安定的に確保していく必要がある。 

アウトカム指標： 

・医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

Ｈ26 実績：41,451 人→Ｈ28 目標：42,690 人 

・補助対象施設の県内就業率 90％以上を維持（Ｈ27 調査：91.7％） 

事業の内容

（当初計画） 

看護教育の充実を図るため，看護師等養成所に対して運営費を補助する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・看護師等養成所への運営費の助成（県内 18 課程） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・看護師等養成所への運営費の助成（県内 18 課程） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

 医療施設従事看護職員数の増加，補助対象施設の県内就業率 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：医療施設従事看護職員数の増加 

               Ｈ28 実績：42,904 人 

：補助対象施設の県内就業率 

Ｈ28 調査：91.7% 

（１）事業の有効性 

看護師等養成所の運営費に対し補助を行うことで，看護職員の確保及び

資質向上に寄与した。 

（２）事業の効率性 

 補助対象の看護師等養成所は高い県内就業率を保っており，効率的な看

護職員確保につながっている。 

その他  

  



46 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.27（医療分）】 

看護学校教育環境整備事業（広島市医師会看護

専門学校，呉市医師会看護専門学校） 

【総事業費】 

43,227 千円 

（うち繰越27,551千円） 

事業の対象

となる区域 

広島，呉 

事業の実施

主体 

広島市医師会，呉市医師会 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了  ※１事業を平成 29 年度に繰越 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

医療・介護需要の増加が見込まれる中，定員増のための教室確保等によ

り，教育環境を整備するほか，託児施設やＩＣＴ設備の整備等により，教

員の負担軽減や離職防止を図り，看護職員を安定的に確保していく必要が

ある。 

アウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

 Ｈ26 実績：41,451 人→Ｈ28 目標：42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

①多様なカリキュラム，授業形態に対応するための改修及び設備整備  

②看護師３年課程設置に係る改修及び設備整備 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

①教室増設，託児施設整備及びＩＣＴ設備整備（1施設） 

②実習室等の改修整備及び実習用具等の設備整備（1施設） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

①教室増設，託児施設整備及びＩＣＴ設備整備（平成 29 年度に繰越） 

②実習室等の改修整備及び実習用具等の設備整備（1施設） 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加  

観察できなかった  

観察できた    → 指標：42,904 人 

（１）事業の有効性 

3 年課程を新たに設置する看護師等養成所の施設・設備整備が進むこと

で，看護職員の安定的な確保につながる環境を整えることができた。 

（２）事業の効率性 

 改修工事においては，看護師等養成所の授業が行われない期間を中心と

した工期を設定し，教育環境に配慮しながら施工できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.28（医療分）】 

看護学校教育環境整備事業（福山市医師会看護専門

学校，福山市） 

【総事業費】 

836 千円 

事業の対象

となる区域 

福山・府中 

事業の実施

主体 

福山市医師会，福山市 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

医療・介護需要の増加が見込まれる中，福山は県境にある地域性から，

他県に就業する者が比較的多いことから，就職セミナーの開催等により，

看護職員を安定的に確保していく必要がある。 

アウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

 Ｈ26 実績：41,451 人→Ｈ28 目標：42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

①看護教員確保等のための仕組みづくり検討 

②外部講師及び実習引受病院確保のための説明会・講演会 

③看護学生向け就職セミナー及び看護職員再就職支援セミナー 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

①看護職員安定供給協議会４回開催  

②説明会・講演会１回開催 

③セミナー開催（看護学生向け・再就職 各１回） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

①看護職員安定供給協議会１回開催 

②セミナー開催（看護学生向け・再就職 各１回） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加  

観察できなかった  

観察できた    → 指標：42,904 人 

（１）事業の有効性 

地域での看護職員確保の取り組みが進むことで，看護職員の安定的な確

保につながる環境を整えることができた。 

（２）事業の効率性 

 看護職員安定供給協議会において情報共有と検討を進めることで，効率

的に人材確保の仕組みづくりができた。セミナーのうち，再就職支援につ

いては，ノウハウを持つ県看護協会への委託により，効率的に実施できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.29】 

医療勤務環境改善支援センター事業 

【総事業費】 

1,413 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

「偏在」などを背景とした医療従事者の確保困難，入院・救急患者への

対応，当直・夜勤など心身の緊張を伴う長時間労働による厳しい労働環境

などにより，離職率も高いことから，平成 26 年 10 月に医療法が改正され，

病院の管理者が勤務環境改善計画を策定することや，その取組を都道府県

が支援することが努力義務化された。 

アウトカム指標： 

勤務環境改善計画を策定する医療機関の増加 

【200 床以上の病院における策定率 75％（64 病院中 48 病院）】 

事業の内容

（当初計画） 

医療従事者の離職防止及び定着の促進を図るため，医療従事者の勤務環

境改善に取り組む病院をサポートする医療勤務環境改善支援センターを

運営（講習会の開催，専門アドバイザーによる相談対応・派遣等）する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 勤務環境改善の機運を醸成するセミナーや，勤務環境改善計画の策定に

係る講習会の開催（２回） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・医療勤務セミナー等開催 ２回 

・他機関主催研修会での講演等 ２回 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

勤務環境改善計画を策定する医療機関の増加 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：40 病院が策定に着手（策定率：62.5％） 

（１）事業の有効性 

 本事業により，勤務環境改善の必要性を認識した医療機関からの相談が

７件あり，医療機関への専門アドバイザー派遣も 23 件あったことから，

勤務環境改善の取組に係る一定の機運醸成が図られた。 

（２）事業の効率性 

 他機関主催研修会でも講演等を行うことにより，効率的に勤務環境改善

計画について周知を図れた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.30（医療分）】 

院内保育所支援事業 

【総事業費】 

1,196,511 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

医療・介護需要の増加が見込まれる中，看護職員を安定的に確保してい

く必要がある。 

アウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加 

※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

Ｈ26 実績 41,451 人 ⇒ Ｈ28 目標 42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

看護職員の離職防止及び潜在看護職員の再就業促進のため，院内保育所の

運営費を補助する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

院内保育所運営費補助 49 施設 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

院内保育所運営費補助 45 施設 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

 医療施設従事看護職員数の増加 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：42,904 人 

（１）事業の有効性 

院内保育所の運営費に対し補助を行うことで，看護職員の離職防止及び

潜在看護職員の再就業促進に寄与した。 

（２）事業の効率性 

 保育士数，園児数に応じた補助や，24 時間保育や休日保育等，医療機関

の働き方の特性に合わせた加算を行うことにより，効率的な支援を実施し

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.31（医療分）】 

小児救急医療確保対策事業 

【総事業費】 

1,294,244 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

医療機関 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月１日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

休日・夜間の病院への軽症小児患者が集中すること等から，小児科医等

の負担が増大しており，適切な小児救急医療体制の確保を図ることが困難

な状況がある。 

アウトカム指標： 

24 時間小児救急医療体制をすべての二次保健医療圏域で確保・維持 

事業の内容

（当初計画） 

・休日・夜間の当番日に小児科医が当直し，受入体制を確保することに対

する補助 

・24 時間体制で小児救急患者を受け入れる医療機関に補助 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

24 時間小児救急医療体制をすべての二次保健医療圏域（７圏域）に整

備する。 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

24 時間小児救急医療体制をすべての二次保健医療圏域（７圏域）に整

備した。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

24 時間小児救急医療体制をすべての二次保健医療圏域で確保・維持 

観察できなかった 

観察できた → 指標：24 時間小児救急医療体制をすべての二次保健 

医療圏域で確保・維持 

（１）事業の有効性 

小児二次救急医療体制を整備した医療機関に対し，運営費の支援を行っ

たことにより，重症小児救急患者の受入体制の確保につながった。 

（２）事業の効率性 

小児二次救急医療体制を整備した医療機関に対し，運営費の支援を行っ

たことにより，重症小児救急患者の受入体制を安定的に確保することがで

きたものと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.32（医療分）】 

小児救急医療電話相談事業 

【総事業費】 

35,573 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月１日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

救急搬送人員に占める軽症患者の割合（18 歳未満）が多く，小児科医

の負担が増しており，適切な小児救急医療体制の確保を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

救急搬送人員に占める軽症患者の割合（18 歳未満）： 

Ｈ26 実績：68.3% → Ｈ28 目標：前年度比減少 

事業の内容

（当初計画） 

救急搬送人員に占める軽症患者の割合（18 歳未満） 前年度比減少 

 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

小児救急医療電話相談件数 25,500 件（Ｈ28 見込） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

小児救急医療電話相談件数 24,582 件（Ｈ28 実績） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

救急搬送人員に占める軽症患者の割合（18 歳未満） 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：救急搬送人員に占める軽症患者の割合 

（18 歳未満）が前年度より減少 

68.3%（Ｈ26 実績）→67.1%（Ｈ27 実績） 

（１）事業の有効性 

 保護者の不安軽減，不要な受診を抑制することにより，小児科医の負担

軽減が図られ，適切な小児救急医療体制の確保につながったと考える。 

（２）事業の効率性 

 小児救急医療電話相談事業を実施することにより，救急搬送人員に占め

る軽症患者の割合（18 歳未満）を減少することにつながった。 

その他  
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３－２．事業の実施状況（介護分）  

 
平成28年度広島県計画に規定した事業（介護分）について、平成28年度終了時における

事業の実施状況を記載。 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【Ｎo.1（介護分）】 

介護施設等整備事業 

【総事業費】 

1,079,397 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

民間事業者 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して生活できる基盤づくりを

推進する必要がある。 

アウトカム指標： 

地域密着型サービス整備量 Ｈ29：21,746 人 

 施設サービス整備量    Ｈ29：22,767 人 

事業の内容

（当初計画） 

① 地域密着型サービス施設等整備助成 

地域密着型特別養護老人ホーム 261 床 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 10 カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所 ９カ所 

認知症対応型デイサービスセンター ３カ所 

認知症グループホーム ８カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 

② 介護施設等の開設準備経費等支援 

特別養護老人ホーム 103 床 

地域密着型特別養護老人ホーム 261 床 

介護老人保健施設 25 床 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 13 カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所 81 床 

認知症グループホーム 108 床 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 18 床 

③ 定期借地権設定の一時金支援 

地域密着型特別養護老人ホーム ２カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所 ３カ所 

認知症グループホーム １カ所 

④ 既存特養のプライバシー保護の改修支援 

特別養護老人ホーム 65 床 
 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

【サービス事業量】 

○地域密着型サービス等整備助成事業 
・地域密着型特別養護老人ホーム          319 人 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所     179 人 

・小規模多機能型居宅介護事業所          224 人 

・認知症対応型デイサービスセンター         48 人 
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・認知症グループホーム              108 人 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所         54 人 

○施設開設準備経費等支援事業 
・特別養護老人ホーム                              103 人 

・地域密着型特別養護老人ホーム            319 人 

・介護老人保健施設                            25 人 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      197 人 

・小規模多機能型居宅介護事業所           224 人 

・認知症グループホーム               108 人 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所           54 人 

○定期借地権設定の一時金支援事業 
・地域密着型特別養護老人ホーム              58 人 

・小規模多機能型居宅介護事業所           87 人 

・認知症グループホーム                9 人 

○既存の特別養護老人ホームプライバシー保護の改修支援事業 

・特別養護老人ホーム                         59 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

【サービス事業量】 

○地域密着型サービス等整備助成事業 
・地域密着型特別養護老人ホーム          116 人 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      14 人 

・小規模多機能型居宅介護事業所          112 人 

・認知症対応型デイサービスセンター         ―人 

・認知症グループホーム               54 人 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所         ―人 

○施設開設準備経費等支援事業 
・特別養護老人ホーム                              103 人 

・地域密着型特別養護老人ホーム            116 人 

・介護老人保健施設                            21 人 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      129 人 

・小規模多機能型居宅介護事業所           112 人 

・認知症グループホーム                72 人 

・看護小規模多機能賀ｔ居宅介護事業所        ―人 

○定期借地権設定の一時金支援事業 
・地域密着型特別養護老人ホーム              ―人 

・小規模多機能型居宅介護事業所           ―人 

・認知症グループホーム               ―人 

○既存の特別養護老人ホームプライバシー保護の改修支援事業 

・特別養護老人ホーム                     44 人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

地域密着型サービス整備量，施設サービス整備量 

観察できなかった 

観察できた    → 指標： 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービスについては，市町の事業者公募が不調に終わり，平

成 28 年度中の事業実施が困難になるなど整備が進まないサービスがあっ

たが，施設サービスについては計画に沿った整備が進んだ。 

（２）事業の効率性 

市町の第６期介護保険事業計画に沿った計画的な整備を推進すること

ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.2（介護分）】 

福祉・介護人材確保基盤整備事業 

【総事業費】 

17,022 千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

事業の実施

主体 

【広島県福祉・介護人材確保等総合支援協議会】 

社会福祉法人広島県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

○市町域での人材確保・育成は，個々の施設・事業所による求人や広報啓

発の取組が大半で，地域の関係団体による協議や連携の組織的な取組は進

んでいない。 

○県内全市町での地域包括ケアシステムを推進していく上で必要な担い

手となる福祉・介護人材を確保していくためには，各市町が主体となって

人材確保対策を企画・実施していく必要がある。 

○介護需要が増大する中，地域で必要な福祉・介護人材を持続的に確保し

ていくためには，各市町域において関係団体が連携し，地域の実情に応じ

た効果的な人材確保事業を展開する必要がある。 

アウトカム指標： 

＜成果目標＞                        （単位：％） 

※介護労働安定センター実態調査 

指標 現状（Ｈ26） Ｈ27 Ｈ28 
最終目標 
（Ｈ29） 

 介護職員が不足
していると感じ
る事業所数 

60.4 
51.5 

※実績未確定 
51.5 50.0 以下 

介護関係の離職
率 

15.9 
15.6 

※実績未確定 
15.5 15.5 以下 

 
教育・研修計画策
定事業所数 

53.3 
58.7 

※実績未確定 
60.7 62.7 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

各地域の実情に応じた細やかな福祉・介護人材の確保・育成・定着につ

なげるよう廿日市市，三原市，尾道市，福山市，世羅町等の 5市町以上の

立ち上げ支援を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

5 市町以上構築 

 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

8 市町構築 
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

福祉・介護人材の確保・育成・定着 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

8 市町において，関係団体等による連携組織が構築された。 

（２）事業の効率性 

8 市町で連携組織が構築されたことにより，地域の実情に応じた福祉・

介護人材の確保・育成・定着に係る取り組みが行われた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.3（介護分）】 

福祉・介護職場の環境改善・理解促進支援事業 

【総事業費】 
34,563 千円 

事業の対象
となる区域 

全県 

事業の実施

主体 

【広島県福祉・介護人材確保等総合支援協議会】 
・社会福祉法人広島県社会福祉協議会 ・広島市 
・公益社団法人広島市老人福祉施設連盟 ・公益社団法人介護福祉士会 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

○  全国の学生・社会人を対象とした調査によると，福祉・介護職場は， 

「体力的にきつい」（65.7%），「給与水準が低い」（51.3%）などのマイナス
イメージが，観光・ホテル業や外食サービス業など他の業種と比較して
全体的に高い。 

○  県内事業所等の就業環境改善に係る取組などにより，離職率は，低下 
傾向にあるものの，全産業計と比べて高い水準となっており，依然とし
て，離職率の高い職種というイメージが固定している。 

【離職率】                      （単位：％） 

区 分 H23 H24 H25 H26 Ｈ27 

産業計 14.4 14.8 15.6 15.5 15.0 

介護ｻｰﾋﾞｽ 14.5 17.2 13.5 15.9 17.6 
 

アウトカム指標： 
＜成果目標＞                                            （単位：％） 

 

＜事業目標＞                                    

事業 Ｈ27 目標 Ｈ27 実績 Ｈ28 目標 
最終目標 
（Ｈ29） 

自己点検ツール利用新
規事業所数※1 

800 事業所 
189 事業所  

未達成 
800 事業所 800 事業所 

魅力ある事業所 
宣言事業所数（延）※2 

100 事業所 
100 事業所  

達成 
200 事業所 300 事業所 

福祉・介護イベント※3 ― 3,684 人 5,000 人 5,000 人 

小中高大学 ― 

ポスター834 枚 
小中学校訪問 35
校 

高校理解促進 14
校 
大学セミナー4

校 
横断型セミナー
1回 

ポスター850 枚 
小中学校訪問 35

校 
高校理解促進 15
校 

大学セミナー10
校 

ポスター850 枚 
小中学校訪問 35

校 
高校理解促進 15
校 

大学セミナー10
校 

福祉・介護職場紹介番
組事業※4 

― ― 
番組による就

業者数 161 人 

番組による就

業者数 161 人 
 

指標 現状（Ｈ26） Ｈ27 Ｈ28 
最終目標 
（Ｈ29） 

介護職員が不足している
と感じる事業所数※1 

60.4 
51.5 

※実績未確定 
51.5 50.0 以下 

介護関係の離職率※2 15.9 
15.6 

※実績未確定 
15.5 15.5 以下 

教育・研修計画策定事
業所数※3 

53.3 
58.7% 

※実績未確定 
60.7 62.7 
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事業の内容

（当初計画） 
１ 自己点検ツール実施システム運営 

○ 職場環境の問題点を客観的に認識できる「就業環境自己点検ツー 

ル」を運営 

○ 事業所の自己点検結果を集計・分析し，事業所へ還元 

○ 自己点検の分析結果や改善状況を随時更新しＰＲできるようＨＰ

（ふくし介護ネットひろしま）を改修 

２ 自己点検ツール活用ワークショップの開催 

 ○ 自己点検ツールの普及を図るため，自己点検の活用方法や改善事例 

を教授するとともに，自己点検実施後，具体的な課題の解決方法など 

を教授するワークショップを開催 

３ 自己点検ツール活用フォローアップ研修の開催 

 ○ 自己点検を実施していない介護事業所へ個別訪問し，自己点検ツー

ルの取組を促すとともに，点検後の事業所に対して，個々の課題解決

策を教授する研修を開催 

４ 人材マネジメントスキル向上 

 ○ 育成方法，労務管理等の人材マネジメントスキル向上を目的とした 

研修を開催 

① 経営者意識改革セミナー（定着を促進するためのポイント，経 

営者の役割など） 

② 管理者・中間管理者向けセミナー（部下の育成方法，労務管理

等） 

③  人事担当者向け採用戦略セミナー（求職者へのアピールの仕方

ミスマッチングの防止など） 

 ○ 研修への参加申込の簡素化を図るため，ＷＥＢ上で申込ができるよ  

  うＨＰ（ふくし介護ネットひろしま）を改修 

５ 優良事業所の認証及びコンサルティングの実施 

○ 自己点検ツールによる課題抽出を踏まえ，社会保険労務士，中小企 

業診断士など専門家によるコンサルティングを実施 

・集合コンサルティング（審査項目，改善ポイントの教授，改善事例 

提供など） 

・魅力ある福祉・介護職場宣言事業所審査事務（コンサル案内・調

整審査事務など） 

・個別コンサルティング（専門家を派遣し，個別課題に対応した具 

体的な課題解決策を助言・指導） 

６ 福祉・介護イベントの開催 

○ 福祉・介護に関わる人たちの本音を伝え，様々な年代の人が福祉・

介護を職業の選択肢の一つとして考えるきっかけづくりを目的とした

イベントを広島市及び広島市老人福祉施設連盟と共同開催 

①  介護の日フェスタ in 広島 

・福祉・介護の魅力自慢コンテスト（介護事業所職員によるスピー 

チ）の開催 
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②  ひろしまケアコンテスト 

・検討委員会の開催（審査方法，審査基準，審査員，内容などの検 

討，5回） 

・介護技術協議会を審査部門 3 部門（入浴，食事，排せつ）から 6

部門（入浴，食事，排せつ，認知症，口腔，移動ケア）へ拡充し

て実施（H27 年度：の 3部門） 

③  介護のお仕事魅力発信イベント 

   ・合同求人面談会の開催 

・講演会，パネルディスカッション，介護ロボット体験，模擬介護

体験などのイベントを実施 

７ 小中学校に向けた啓発活動 

①  ポスター募集 

・学校訪問によるポスター募集の案内 

・ポスターの審査，表彰 

・介護の日フェスタや多くの人でにぎわう商業施設（シャレオ，イ 

トーヨーカドー）など）で展示 

②  理解促進のための小・中学校訪問 

・学校訪問による講話，介護体験などの案内 

   ・小中学校での講話，介護体験を実施（30 校） 

８ 高校・大学出前講座 

 ○ 進路の選択肢の一つとして福祉・介護への道を考えるきっかけを提 

供し，介護人材の確保につなげるため，新卒予定者を対象とした就職

セミナーを開催 

・理解促進説明会（15 校） 

高校生，保護者を対象に，仕事の魅力を伝える説明会を開催 

・大学キャリアセンター連携会議（4回） 

学生の動向，福祉・介護の就職環境などについて情報・意見交換 

・大学生就職支援セミナー（10 校） 

大学生を対象に，福祉・介護の仕事の魅力を伝える説明会，事業 

所見学を開催 

９ 介護事業所・養成施設体験理解促進事業 

○ 「魅力ある事業所宣言」を行った事業所や介護福祉士養成施設にお

いて，介護人材の確保につなげるため，中高校生，一般を対象に体験

学習を実施 

 ・介護事業所の見学，介護体験（20 回×50 人＝1,000 人） 

  ・新たに，介護福祉士養成所の見学，授業・実習体験を実施（10 回×

50 人＝500 人） 

10 福祉・介護職場紹介番組事業 

○ 福祉，介護職への魅力ややりがいを伝えるなど，県内の福祉・介護

職場のイメージアップを図るテレビ番組を制作し，番組内で県社会福

祉人材育成センターの無料職業紹介登録へ視聴者を誘導することによ

り，マッチングを支援 
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アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

１ 自己点検ツール実施システム運営及びワークショップの開催 

（回数・人数）8回×2コース（点検実施前・後）×100 人＝延べ 1,600 人 

２ 自己点検ツール活用フォローアップ研修の開催 

（回数・人数） 

 ・個別訪問：600 事業所 

 ・研修会：6回×100 人＝600 人 

３ 人材マネジメントスキル向上 

（回数・人数） 

 ・4 回×3コース×100 人＝1,200 人 

４ 優良事業所の認証及びコンサルティングの実施 

（回数・人数） 

 ・集合コンサル：2回× 50 介護事業所＝100 介護事業所 

 ・個別コンサル：1回×100 介護事業所＝100 介護事業所 

５ 福祉・介護イベントの開催（参加者 5,000 人） 

 ・介護の日フェスタ in 広島 

・ひろしまケアコンテスト 

・介護のお仕事魅力発信イベント 

６ 小中学校に向けた啓発活動 

・ポスター募集（850 枚） 

・理解促進のための小・中学校訪問（35 校 2,275 人） 

７ 高校・大学出前講座 

・理解促進説明会（15 校,800 人） 

・大学キャリアセンター連携会議（4回） 

・大学生就職支援セミナー（10 校，500 人） 

８ 介護事業所・養成施設体験理解促進事業 

 ・介護事業所の見学，介護体験（20 回×50 人＝1,000 人） 

 ・新たに，介護福祉士養成所の見学，授業・実習体験を実施（10 回×50

人＝500 人） 

９ 福祉・介護職場紹介番組事業 就業者数 161 人 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

１ 自己点検ツール実施システム運営及びワークショップの開催 

  7 回実施 412 事業所，参加従事者 4,691 人 

２ 自己点検ツール活用フォローアップ研修の開催 

  ワークショップ 10 回，参加者 1,783 人 

  個別フォローアップ研修 600 事業所 

３ 人材マネジメントスキル向上 

  経営層（4回開催，参加者 544 人） 

  中間管理者（4回開催，参加者 323 人） 

４ 優良事業所の認証及びコンサルティングの実施 

 ・集合コンサル 3回開催，参加者 165 人） 

 ・個別コンサル 8事業所 

 ・認証 31 法人 
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５ 福祉・介護イベントの開催 

 ・介護の日フェスタ in 広島（8,000 人） 

・ひろしまケアコンテスト（280 人） 

・介護のお仕事魅力発信イベント（250 人） 

６ 小中学校に向けた啓発活動 

・ポスター募集（966 枚） 

・理解促進のための小・中学校訪問（25 校 1,763 人） 

７ 高校・大学出前講座 

・理解促進説明会（高校 16 校：1,536 人）（大学 7校：278 人） 

８ 介護事業所・養成施設体験理解促進事業 

 ・施設体験 248 人，バスツアー4回 57 人） 

９ 福祉・介護職場紹介番組事業 視聴率 9.0%，YouTube 再生回数 35,000 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

福祉・介護人材の確保・育成・定着 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

事業の有効

性・効率性 

（１） 事業の有効性 

 施設・事業所の環境改善を図るとともに，福祉・介護職に係るイメージ

アップや従事者のモチベーションアップを図ることができた。 

（２）事業の効率性 

 施設・事業所の就業環境を改善し，「見える化」を図ることにより，イ

メージアップにつながり，今後の小・中・高・大学生における将来の就職

の選択肢のひとつとなる取り組みが図られている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.4（介護分）】 

助け合いによる生活支援の担い手養成事業 

【総事業費】 

4,923 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

社会福祉法人広島県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

県内市町の新しい介護予防・日常生活支援総合事業への円滑な移行・取組

の促進を支援するため，各市町において地域を導いていく住民リーダーを

養成する。 

アウトカム指標： 

要支援・要介護認定率 20％以下（Ｈ29 年度） 

事業の内容

（当初計画） 

県内市町の新しい介護予防・日常生活支援総合事業への円滑な移行・取組

の促進を支援するため，次の研修を実施し，住民主体の介護予防・生活支

援モデルを構築することで各市町において訪問型サービスに従事する者

（地域住民等）を養成する。 

①住民リーダー養成研修： 

地域において，生活支援サービス等の提供体制の構築に向けたコーディネ

ート機能を果たす住民リーダーを養成し，地域における訪問型サービス等

の実施に資する。 

② 住民リーダーをバックアップする人材の養成研修： 

住民リーダーに専門的な助言や行政との連携に係る支援を行う担当者を置

くため，各市町社協の支援人材を養成し，市町と連携し新たな総合事業と

して実施すべきニーズの提供等を行うことで，地域における訪問型サービ

ス等の実施に資する。 

③ 住民主体の介護予防・生活支援モデルの構築： 

住民主体による生活支援サービスの拠点の立ち上げや介護予防運動・交流

の場の整備を促進するモデル事業を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○助け合いによる生活支援の担い手養成 

期 間 
H28.4.1 

～H29.3.31 

住民リーダーの養成 50 名 

住民リーダーをバックアップする人材の養成 23 名 

住民主体の介護予防生活支援の拠点 8 市町 
  

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○助け合いによる生活支援の担い手養成 

期 間 
H28.4.1 

～H29.3.31 

住民リーダーの養成 49 名 

住民リーダーをバックアップする人材の養成 24 名 

住民主体の介護予防生活支援の拠点 7 市町 
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

要支援・要介護認定率（第 1号認定者） 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：19.3%（平成 29 年 3 月末暫定値） 

（１）事業の有効性 

 住民主体による生活支援サービスを行うのため，担い手となる地域住民

の養成を行い，支援の強化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.5（介護分）】 

福祉・介護人材のマッチング機能強化事業 

【総事業費】 

10,370 千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

事業の実施

主体 

【広島県福祉・介護人材確保等総合支援協議会】 

・社会福祉法人広島県社会福祉協議会 

・公益財団法人広島県介護労働安定センター 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

○ H37年度には6,949人の介護職員の受給ギャップが生じると推計されて 

おり，必要となる介護職員の不足を着実に解消していく必要がある。 

○ 就業コーディネーターを配置し，求職ニーズを踏まえた合同求人面談

会の開催や面談会参加者へのフォローアップなどを行っているが，雇用

環境の改善になどより求職者が他産業へ流れ，マッチング件数が伸び悩

んでいる。 

○ 福祉・介護人材の安定的な確保と定着を図るためには，地域の実情に

応じた取組と連動したきめ細かいマッチング機会の提供とハローワー

クからの紹介数を増加させることが不可欠であることから，市町・ハロ

ーワーク・福祉団体など，地域の関係者が主体なった市町域での協議

会・連携組織の設立を促進させる必要がある。 

アウトカム指標： 

＜成果目標＞                               （単位：％） 

 

※介護労働安定センター実態調査 

指標 現状（Ｈ26） H27 Ｈ28 最終目標（Ｈ29） 

介護職員が不足

していると感じ

る事業所数 

 

60.4 

 

 

51.5 

※実績未確定 

 

51.5 

 

 

50.0 以下 

 

事業の内容

（当初計画） 

○ 合同求人面談会の開催 

 ・市町域での協議会・連携組織の設置が進んでいない地域において合同 

求人面談会を開催（3回：西部 1回，東部 1回，備北 1回） 

・就業支援コーディネーターの配置 

 ・合同求人面談会への参加申込の簡素化を図るため，ＷＥＢ上で申込・  

  登録ができるよう HP を改修 

○ 介護職場復帰を希望する介護福祉士の再就職支援 

・かつて介護職場を経験していた介護福祉士の掘り起しを行うとともに，

再就職を促進させるためのセミナーを開催 
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アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○ 合同求人面談会の開催 

・3回：西部 1回，東部 1回，備北 1回 

・合同求人面談会への参加申込の簡素化を図るため，ＷＥＢ上で申込・

登録ができるようＨＰを改修 

○ 介護職場復帰を希望する介護福祉士の再就職支援 

・1回（5h×10 日＝50ｈ），30 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○ 合同求人面談会の開催 

3 か所，参加者 99 人 

○ 介護職場復帰を希望する介護福祉士の再就職支援 

参加者 25 人（就業者 23 人） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

福祉・介護人材の確保・育成・定着 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 地域でマッチングの場の提供を行うとともに，求職者（再就職者）に対

し，人材を誘導することに寄与した。 

（２）事業の効率性 

 都市部だけでなく，中山間地域を中心としたマッチングの場の提供が図

られているとともに，有資格者に対し，再就職に誘導できている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.6（介護分）】 

ひろしまナースＵ・Ｉターン促進事業 

【総事業費】 

634 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

広島県，広島県病院協会 

 

事業の期間 平成 28 年 9 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

 本県における看護系大学新卒者の就業状況は，県内への流入者数は低

く，県外への流出は拡大傾向にあり，県外大学新卒者の県内就業を増加さ

せる取り組みが必要である。 

アウトカム指標： 

 医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

 H26 実績 41,451 人 ⇒ H28 目標 42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

① 広島県からの進学者の多い都道府県で開催される合同就職説明会へ病   

院等の採用担当者が参加するための経費を助成する。 

② Ｕ・Ｉターンで広島県の病院等に就職した先輩看護師が，出身大学で

求人活動を行う経費を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○ 県外就業ガイダンス参加費支援 10 施設 

○ 先輩看護師リクルート支援 17 施設 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○ 県外就業ガイダンス参加費支援 3 施設（7 ガイダンス・参加者数 1796

人） 

○ 先輩看護師リクルート支援 1 施設（3人） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加  

観察できなかった 

観察できた    → 指標：42,904 人 

（１）事業の有効性 

 県外進学者の実態に応じて，ガイダンスへの参加を促し，先輩看護師が

説明することでより親近感が湧き，県内へ就職する流れを創り出し，県内

就業者数の増加につなげた。 

（２）事業の効率性 

 (一社)広島県病院協会，各医療機関と連携・協力し，県外進学や就職の

実態に合わせて実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.7（介護分）】 

ケアマネジメント機能強化事業 

【総事業費】 

11,284 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

広島県介護支援専門員協会 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

高齢者の状態に応じた適切なケアマネジメントを提供するため，地域包括

ケアを担う専門職として介護支援専門員の育成と資質向上を図る必要が

ある。 

アウトカム指標： 

要支援・要介護認定率 20％以下（Ｈ29 年度） 

事業の内容

（当初計画） 

○法定研修の円滑な実施のため，講師・実習指導者等を養成するとともに，

地域組織を活用して介護支援専門員の専門性を強化する。 

○特に優れた主任介護支援専門員をケアマネマイスター広島として認定

し，広く介護支援専門員に対する実地での指導・支援を行うことで，各地

域で同行型研修を担う講師となる人材を養成する。 

○ＩＣＦ管理シートを活用した新たなケアプラン策定手法の定着を促進

することにより，各市町でのケアプランチェックの質向上を図る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○実習指導者養成研修 3 回 

 地域組織を活用したＯＪＴ研修 32 地域×2回 

 地域組織を活用した事例検討会 32 地域×4回 

○ケアマネマイスター広島の認定 3 人 

○効率的なケアプラン策定手法の定着促進 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○実習指導者養成研修 4 回（参加者 494 名） 

 地域組織を活用したＯＪＴ研修 4 回（参加者 304 名） 

 地域組織を活用した事例検討会 （研修会 6回，地域ブロック・地域組

織連絡会 2回，企画支援 16 地域） 

○ケアマネマイスター広島の認定 1 人 

○効率的なケアプラン策定手法の定着促進 研修会 2回（参加者 30 名） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

要支援・要介護認定率（第 1号認定者） 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：19.3%（平成 29 年 3 月末暫定値） 

（１）事業の有効性 

介護支援専門員を対象とした研修の開催により確実なスキルアップが

図れた。 

（２）事業の効率性 

 介護支援専門員の質が向上することにより，自立支援を目指した適正な

ケアプランが提供でき，効率的な高齢者の重症化予防につながった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.8（介護分）】 

福祉・介護人材のキャリアアップ等支援事業 

【総事業費】 

8,020 千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

事業の実施

主体 

【広島県福祉・介護人材確保等総合支援協議会】 

・社会福祉法人広島県社会福祉協議会 

・広島県老人福祉施設連盟 

・公益財団法人広島市老人福祉施設連盟 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

○ 県内の介護事業所には，無資格従事者が 5.3％存在しているが，実際の介護現場
では，基礎技術や知識が求められており，事業所内で指導を受けながら，介護業務
に従事している。 

（H26 介護労働安定センター実態調査） 

介護福祉士 初任者研修修了者 無資格 

37.0% 44.0% 5.3% 

○ 職員に対する仕事の満足度調査では，約半数の職員が，「仕事の内容・やりがい」
に満足と答えているが，技能形成やキャリアアップに関する項目の満足度は低い。  
また，働く上での悩みや不満等に関しては，人手不足，賃金などの回答が多い。 

（H26 介護労働安定センター実態調査） 

満足していると回答した割合  悩み・不満があると回答した割合 

仕事の内容・やりがい 51.8%  人手が足りない 48.9% 

キャリアアップの機会 22.5%  賃金が低い 39.1% 

教育訓練・能力開発のあり方 19.1%  社会的評価が低い 30.5% 

○  介護職員の離職率は低下傾向にあるが，産業計と比べてやや高く，短期間での 
離職が多い。 

（離職率）                                       

区 分 H22 H23 H24 H25 H26 

産業計 14.5% 14.4% 14.8% 15.6% 15.5% 

介 護 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 17.1% 14.5% 17.2% 13.5% 15.9% 

（H26 介護労働安定センター実態調査） 

1 年未満 1 年以上 3年未満 3 年以上 

38.3% 31.9% 29.3% 

○  要介護者等の重度化に伴い，介護職員によるたん吸引や経管栄養行為である「喀 
痰吸引」（医療的ケア）のニーズが高くなっている。 

アウトカム指標： 
＜成果目標＞                        （単位：％） 

 

 

 

 

 

 
 

指標 現状（Ｈ26） H27 Ｈ28 
最終目標 

（Ｈ29） 

介護職員が不

足していると

感じる事業所

数※1 

60.4 
51.5 

※実績未確定 
51.5 50.0 以下 

介護関係の離

職率※2 
15.9 

15.6 

※実績未確定 
15.5 15.5 以下 
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事業の内容

（当初計画） 

○ 県標準マニュアルによる介護技術向上研修 

新任介護職員（無資格者）の介護技術とリーダー職員の指導力の向上

を図るため，県内標準化マニュアル（H25 作成）を活用した研修を開催 

（研修内容） 

 ・新任介護職員：移動，食事，排せつ，入浴などの実技指導 

・リーダー職員：指導方法を身に着けるための演習 

○ 医療的ケア能力向上事業 

喀痰吸引の実地指導を行う指導看護師及び喀痰吸引が行える介護職員

を養成するための研修会を開催 

 ・指導者看護師養成：喀痰吸引，経管栄養実施手順の解説など 

 ・介護職員養成：喀痰吸引，経管栄養実施手順の実習など 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○ 県標準マニュアルによる介護技術向上研修 
 ・新任介護職員：6回×30 人＝180 人 
 ・リーダー職員：6回×30 人＝180 人 

○ 医療的ケア能力向上事業 
・指導看護師養成：67 人×2回＝134 人 

 ・介護職員：100 人×2回＝200 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○ 県標準マニュアルによる介護技術向上研修 
 ・新任介護職員：7会場 148 人 
 ・リーダー職員：7会場 148 人 
○  医療的ケア能力向上事業 
・指導看護師養成：36 人 

 ・介護職員：90 人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

福祉・介護人材の確保・育成・定着 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

 県標準マニュアル研修及び医療的ケア能力向上研修により，介護技術の

向上及び統一化に寄与した。 

（２）事業の効率性 

 各地域で，質の高い統一された福祉・介護サービスの提供がされ，従事

者自身のモチベーションアップにつながっている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.9（介護分）】 

生活相談員のスキルアップ研修事業 

【総事業費】 

2,744 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

広島県老人福祉施設連盟 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護老人福祉施設の介護・看護の専門的知識を有する人的資源の地域で

の効果的な活用を促進するとともに，施設への入所申込者に対するきめ細

かなマネジメントを行える環境の整備が必要。 

アウトカム指標： 

要支援・要介護認定率 20％以下（Ｈ29 年度） 

事業の内容

（当初計画） 

○生活相談員スキルアップ研修 

 介護老人福祉施設の入所申込者に対する適切なケアを提供するととも

に，施設の社会貢献（介護予防教室，買い物支援，見守り等）を促進する

ことで，高齢者が在宅を基本とした生活を継続することができるよう，生

活相談員のスキルアップ研修を実施する。 

・入所申込者への対人援助手法 

・相談・助言・ニーズ把握などのアセスメント手法 

・施設の有するハードやソフト（人的資源）の活用方法 

・地域の医療・福祉関係者とのネットワーク構築手法など 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○生活相談員スキルアップ研修 

 受講者数 133 名（H27 年度からの延受講者数 170 人） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○生活相談員スキルアップ研修 

 受講者数 100 名（H27 年度からの延受講者数 137 人） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

要支援・要介護認定率（第 1号認定者） 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：19.3%（平成 29 年 3 月末暫定値） 

（１）事業の有効性 

 生活相談員を対象とした研修の実施によりスキルアップを図ることが

できた。 

（２）事業の効率性 

入所申込者等に対して生活相談員と介護支援専門員が連携することに

より適切なケアマネジメントによる介護サービス利用につながり，重度化

予防・認定率の改善につながった。 

その他  
  



70 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.10（介護分）】 

在宅医療介護推進事業（歯科関連）事業 

【総事業費】 

4,431 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

一般社団法人広島県歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年 9 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅の認知症高齢者や重度障害者が増加しているため，在宅歯科医療体

制を確保する必要がある。 

アウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 200 施設 ⇒ 289 施設 

事業の内容

（当初計画） 

地域包括ケアシステム構築のため，住み慣れた地域で必要な医療・介護

サービスが受けられるよう，認知症患者への対応力及び口腔衛生管理能力

等の向上等の在宅歯科医療の体制整備を図る。 

○在宅歯科診療・口腔ケアができる歯科医師等を養成する研修 

○障害者や認知症高齢者等の歯科保健医療サービス提供困難者への治療

ができる歯科医師を養成する研修 

○非就業歯科衛生士の復職を支援する研修 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○在宅歯科医療推進歯科医師等養成研修会 ４回開催 

○歯科保健医療サービス提供困難者相談医養成研修会 ６回開催 

○摂食嚥下機能訓練研修会 ３回開催 

○歯科衛生士職場復帰研修会 ２回開催 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○在宅歯科医療推進歯科医師等養成研修会 ４回開催 

○歯科保健医療サービス提供困難者相談医養成研修会 ４回開催 

○摂食嚥下機能訓練研修会 １回開催 

○歯科衛生士職場復帰研修会 １回開催 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

在宅歯科診療ができる歯科医療機関 

観察できなかった 

観察できた  → 指標：200 施設（Ｈ27） ⇒ 248 施設（Ｈ28） 

（１）事業の有効性 

在宅医療における介護職や医療職との連携に関する基礎的知識を有す

る歯科医師・歯科衛生士の養成を図ることができた。 

歯科保健医療サービス困難者への歯科医療の対応について，地域の核と

なる歯科医師・歯科衛生士を養成することができた。 

要介護高齢者や障害者に対する摂食嚥下機能訓練を行うことができる

歯科医師等の養成を図ることができた。 

職場復帰を希望する歯科衛生士に対して，実習を含めた実践的な研修を

行うことにより，受講者の再就職意識を高めることができた。 

（２）事業の効率性 
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今後，研修を受講した歯科医師等が，地域における在宅歯科医療や歯科

医療提供サービス提供困難者に対する歯科医療の中心になることとなっ

ており，知識・技術の効率的な普及に役立つものと考えられる。 

また，職場復帰を希望する歯科衛生士に対して研修を行うことで，効率

的に歯科衛生士の再就職意識の向上につなげることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.11（介護分）】 

在宅医療を推進するための薬局の体制整備と薬剤師

の資質向上事業 

【総事業費】 

6,154 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

公益社団法人広島県薬剤師会 

 

事業の期間 平成 28 年 8 月 3 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

超高齢化社会が到来し，医療・介護に係る地域包括ケアを進める中で，

認知症高齢者等の増加と服薬管理の問題や在宅がん患者に対する緩和ケ

アのニーズ増大から，薬局の在宅医療への参画と在宅支援薬剤師の養成が

求められている。 

アウトカム指標：  

 現状（H28） 目標（Ｈ29） 

在宅支援薬剤師数 109 人（累計） 180 人（累計） 

研修を受講した未就

業薬剤師数 
87 人（累計） 75 人（累計） 

 

事業の内容

（当初計画） 

未就業薬剤師の研修 

在宅支援専門研修の実施 

 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

未就業薬剤師研修の実施（20 人） 

在宅支援専門研修の実施（研修Ⅰ～Ⅲ ５日間） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

未就業薬剤師研修修了者 37 人 

在宅支援専門薬剤師 49 人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

研修を通して在宅医療サービスを行う薬局の人材確保を行う。 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：当初の予定よりも多くの者に研修を行うこ

とができた。（未就業薬剤師研修） 

（１）事業の有効性 

地域包括ケアシステムの構築において重要となる人材確保を行うこと

ができた。 

（２）事業の効率性 

専門的な知識を有する団体と連携・協力することにより，事業を効率的

に実施し，当初予定よりも多くの者に研修を行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.12（介護分）】 

認知症医療・介護研修事業 

【総事業費】 

4,477 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

広島県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者の在宅を基本とした生活の継続 

アウトカム指標： 

認知症患者の入院後１年時点の退院率：59.8％（平成 29 年度） 

事業の内容

（当初計画） 

○医療従事者対象 

 ① 病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 

② かかりつけ医認知症対応力向上研修 

○介護従事者対象 

① 認知症介護指導者フォローアップ研修 

② 認知症対応型サービス事業管理者研修 

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

④ 認知症対応型サービス事業開設者研修 

○市町対象 

① 認知症初期集中支援チーム員研修 

② 認知症地域支援推進員研修 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

研修会の開催 

  

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

 

区分 H28 備考 

病院勤務の医療従事
者向け認知症対応力
向上研修 

３回 
（459 人） 

 

かかりつけ医認知症
対応力向上研修 

１回 
（29 人） 

 

認知症介護指導者フ
ォローアップ研修 

１人 - 

認知症対応型サービ
ス事業管理者研修 

３回 
(140 人) 

- 

小規模多機能型サー
ビス等計画作成担当
者研修 

１回 
( 59 人) 

- 

認知症対応型サービ
ス事業開設者研修 

１回 
( 14 人) 

- 

認知症初期集中支援
チーム員研修 

25 人受講 H29 末までに全市町設置 

認知症地域支援推進
員研修 

26 人受講 H29 末までに全市町設置 
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

認知症患者の入院後 1年時点の退院率 

観察できなかった ※平成 30 年 3 月頃公表予定 

観察できた    → 指標： 

（１）事業の有効性 

 認知症に対して適切に対応できる医療・介護関係者の育成及び質の向上

等により，認知症高齢者の在宅を基本とした生活の継続を図ることができ

た。 

（２）事業の効率性 

関係団体等と協力して，効率的な事業実施を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.13（介護分）】 

認知症地域連携体制構築事業 

【総事業費】 

731 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

 

広島県，広島県医師会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

認知症状に応じた適切な医療・介護サービスの提供や，症状の変化等へ

の早期対応につなげる地域支援体制（認知症地域連携パス）の構築等を進

めるため，医療・介護関係機関が患者情報を共有する連携ツール（ひろし

まオレンジパスポート）の県内普及を図る。 

アウトカム指標： 

連携ツール導入地域数 

15 地域（現状）→19 地域（H28 年度）→22 地域（最終目標） 

事業の内容

（当初計画） 

市町，医療・介護関係団体の理解と協力を得ることにより，適切な医療・

介護サービスが提供される循環型の体制づくりを図る。 

認知症地域連携パスの計画的な利用地域拡大及び運用円滑化を図る。 

○連携ツールの導入・利用拡大 

・利用説明会，関係者会議，初期経費の助成  

・利用環境の改善（連携パスシステムの改修等） 

○連携ツールの普及・啓発 

・利用促進・周知活動の実施 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

連携パスの利用者数（累計） 

2,800 人（現状）→4,900 人（H28 年度）→27,400 人（最終目標） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

連携パスの発行数（H28 年度）：458 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

連携パスの利用件数（累計） 

観察できなかった 

観察できた    → 指標： 

（１）事業の有効性 

医療・介護関係者の間の患者情報の共有により，適切な医療・介護サー

ビスの提供を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

関係団体等と協力して，効率的な事業実施を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.14（介護分）】 

訪問看護の機能強化事業 

【総事業費】 

6,235 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

広島県看護協会，広島県訪問看護ステーション協議会 

 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

今後，増加が見込まれる在宅患者等に対して，適切な訪問看護が提供で

きるよう，提供体制の強化と質の向上が必要である。また，医療機関の看

護師と訪問看護師が相互理解と連携を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

訪問看護の空白地域へ，必要な訪問看護を安定的に提供する体制の構築

に向けた，訪問看護ステーション連携窓口の設置 

◎H29：7 二次保健医療圏域 

事業の内容

（当初計画） 

１ 訪問看護師のスキルアップ及び訪問看護ステーションの経営基盤強

化のための研修会 

２ 訪問看護空白地域の供給確保に向けた連携窓口の設置 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○訪問看護師スキルアップ研修 

 新人研修 ３回 

 専門研修 ２回 

 医療介護連携研修 ２０人 

 管理者向けマネジメント強化研修 １回 

○訪問看護の空白地域の明確化と，安定的な供給のための方策（サテライ

ト活用を含む）の検討 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○訪問看護師スキルアップ研修 

新人研修（実習形式） １回 

専門研修 ２回 

医療介護連携研修 ２０人 

管理者向けマネジメント強化研修 ２回 

○訪問看護の空白地域の明確化と，安定的な供給のための方策（サテライ

ト活用を含む）に係る実態調査の実施と報告書の作成 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

 訪問看護の訪問看護ステーション連携窓口の設置 

観察できなかった（平成 29 年度末までに全圏域へ設置予定） 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 

対象を明確にした多様な研修会を実施したことにより，個々の訪問看護

師のスキルアップと管理者のマネジメント力の強化が図れた。また，訪問

看護の空白地域について，今後の事業方針の検討につながった。 

（２）事業の効率性 

 全県を対象にした取組を計画的に実施することで，効率よく事業を実施

できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.15（介護分）】 

看護教員・指導者育成事業 

【総事業費】 

8,070 千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

事業の実施

主体 

広島県 

 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

今後増加が見込まれる医療ニーズに対応するには，質の高い看護職員の養

成を維持していくことが必要である。 

アウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

H26 実績 41,451 人 ⇒ H28 目標 42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

看護職員確保対策の一環として，養成数の確保を図るため，看護教員・病

院等実習施設における指導者の育成を充実・強化する。 

①看護教員養成講習会 1 回開催 

②専任教員・実習指導者継続研修  

  一人前教員研修，中堅教員研修（各 2回） 

  トピックス研修（2回）  

③実習指導者養成講習会 1 回開催  

④特定分野実習指導者講習会 1 回開催 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

看護教員養成講習会 1 回開催 33 人受講 

専任教員・実習指導者継続研修  

  一人前教員研修，中堅教員研修（各 2回） 30～40 人受講 

  トピックス研修（2回） 100 人受講 

実習指導者養成講習会 1 回開催 50 人受講 

特定分野実習指導者講習会 1 回開催 40 人受講 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

看護教員養成講習会 1 回開催 25 人修了 

専任教員・実習指導者継続研修  

  一人前教員研修，中堅教員研修（各 2回） 延べ 122 人受講 

  トピックス研修（2回） 延べ 177 人受講 

実習指導者養成講習会 1 回開催 52 人修了 

特定分野実習指導者講習会 1 回開催 40 人修了 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加 ※隔年調査（H28 年度実施） 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：42,904 人 
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（１）事業の有効性 

看護教員・病院等実習施設における指導者の育成の充実・強化により，

看護実践能力の高い看護職員を養成することができた。 

（２）事業の効率性 

 (公社)広島県看護協会・県立広島大学と連携・協力して，各種の事業を

看護職員の実態に合わせて効率的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.16（介護分）】 

地域特性に応じた在宅医療人材育成事業 

【総事業費】 

955 千円 

事業の対象

となる区域 

福山・府中 

事業の実施

主体 

府中地区医師会 

 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の推進を図るためには，人口減少により不足が見込まれる人材

の有効活用が必要であることから，地域の特性に応じた「看護・介護に対

応可能な在宅医療人材（ハイブリッド人材）」の確保及び育成を図る。 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 125圏域（Ｈ29） 

事業の内容

（当初計画） 

○「府中地区地域包括ケア人材育成協議会」の開催 

○多職種人材の資質向上のための研修会の開催 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○「府中地区地域包括ケア人材育成協議会」１回開催 

○多職種人材の資質向上のための研修会４回開催 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○「府中地区地域包括ケア人材育成協議会」１回開催 

○多職種人材の資質向上のための研修会４回開催 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 

観察できなかった  

観察できた    → 指標：98圏域98 圏域 

（１）事業の有効性 

 不足が見込まれる在宅医療人材の有効活用を図るため，看護・介護に対

応する（ハイブリッド）人材育成を先行的に実施し，今後，他の地域への

波及を推進することにより，県内全日常生活圏域における地域包括ケアの

構築に資する。 

（２）事業の効率性 

 専門的な知識を有する団体が事業の実施主体であり，地域包括ケアに関

する関係団体で構成する人材育成協議会による意見を反映した上で，事業

を効率的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.17（介護分）】 

広島県地域包括ケア推進センター運営事業 

【総事業費】 

63,662 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

広島県地域包括ケア推進センター 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進展等により，医療，介護，予防，住まい，生活支援などのサ

ービスを包括的に提供される体制の構築が求められている。 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 125圏域（Ｈ29） 

事業の内容

（当初計画） 

○在宅ケアの推進事業 

地域包括支援センターの機能強化 

① 在宅ケア推進ワーキングチームの運営 

② 地域ケア会議運営支援等 

ａ 専門職の派遣 

地域ケア会議の運営等，市町が実施する地域包括ケアシステムの構

築に向けた事業に対し，専門的，技術的な支援を行うため，現地調査

や会議等を行うとともに，専門家を派遣することにより，市町の取組

を加速化する。 

ｂ 地域包括支援センター職員研修 

地域包括支援センター職員等を対象として，地域診断の手法や地域

課題を政策形成へ反映させる方法等についての研修会を実施 

ｃ 地域ケア会議ガイドラインの普及・定着 

県地域包括ケア推進センターが作成した地域ケア会議ガイドライン 

の普及・定着を図る。 

○生活支援体制整備事業 

生活支援体制構築支援 

各市町において，生活支援の体制整備が円滑に行われるよう，国が実施

する中央研修に指導者となる人材を派遣し，市町が設置する生活支援コー

ディネーターの養成研修等を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 

項 目 
地域包括ケアシステム構築 

日常生活圏域 

現状値（H27 年度） 45 圏域 

H28 年度 85 圏域 

事業最終年度（Ｈ29） 125 圏域（県内全圏域） 
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アウトプッ

ト指標（達成

値） 

 

項 目 
地域包括ケアシステム構築 

日常生活圏域 

H28 年度 98 圏域 
  

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 

観察できなかった  

観察できた    → 指標：98 圏域 

（１）事業の有効性 

広島県地域包括ケア推進センターが行う研修等の企画・開催や，地域ケ

ア会議等の市町支援等について，ワーキングチーム会議の有識者の意見を

聞きながら進めることができた。 

（２）事業の効率性 

専門的な観点から広島県地域包括ケア推進センターが県内全市町を対象

とした研修会等を実施し，また，地域ケア会議等への専門職の派遣による

支援に広域的に取り組むことができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.18（介護分）】 

地域包括支援センターマネジメント強化事業 

【総事業費】 

2,792 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

 

事業の実施

主体 

広島県地域包括・在宅介護支援センター協議会 

 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療・介護連携の推進等において地域包括支援センターのコーディ

ネート力が求められており，組織マネジメント等を実践する管理者等の人

材育成が必要 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 125圏域（Ｈ29） 

事業の内容

（当初計画） 

在宅医療・介護連携の推進に向け，地域包括支援センターにおける医

療・介護連携のネットワーク構築状況の現状を把握するとともに，センタ

ーの強化すべき機能や管理者等（リーダー）に求められるコーディネート

能力についての検討を踏まえ，管理者等に必要な研修プログラムを構築す

る。 

・地域包括支援センター管理者等の養成研修プログラムの構築 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 
項 目 地域包括ケアシステム構築日常生活圏域 

現状値（H27 年度） 45 圏域 

H28 年度 85 圏域 

事業最終年度（Ｈ29） 125 圏域（県内全圏域） 
 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

 
項 目 地域包括ケアシステム構築日常生活圏域 

H28 年度 98 圏域 
 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 

観察できなかった  

観察できた    → 指標：98 圏域 

（１） 事業の有効性 

医療介護連携の推進等において地域包括支援センターが果たしている

役割や管理者等が実践する組織マネジメントの現状・課題を明らかにした

上で，管理者等に必要な研修プログラムの構築ができた。 

構築した研修プログラムを実践することにより，効果を検証できた。 

（２）事業の効率性 

 多くの地域包括支援センターで構成される広島県地域包括・在宅介護支

援センター協議会が主体となることにより，地域包括支援センターの実態

調査・分析の結果をもとに，効率的な研修プログラムの構築及び実践を行

うことができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.19（介護分）】 

終末期医療介護サービス普及啓発事業 

【総事業費】 

401 千円 

事業の対象

となる区域 
広島 

事業の実施

主体 
地区医師会 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

終末期における医療の受け方等について，本人や家族及び医療関係者等

が共有できていないことが原因で，本人の意思を尊重した医療等が提供さ

れていないケースも生じていることから，ＡＣＰのツールを活用し，医療

等に関する希望を家族や関係者と共有する取組の普及を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 125圏域（Ｈ29） 

事業の内容

（当初計画） 

・ＡＣＰのツールを活用した取組の実施 

・かかりつけ医へのＡＣＰ啓発のための研修，地域住民向け研修 

・本人や家族へ説明するタイミングや具体的な説明方法・内容など効果的

な実施方法等についての検討 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

県民，かかりつけ医等ＡＣＰ普及啓発に係る研修受講者数 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

県民，かかりつけ医等ＡＣＰ普及啓発に係る研修受講者数 延べ 192 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域包括ケアシステムが構築されている日常生活圏域数 

観察できなかった  

観察できた    → 指標：98 圏域 

（１）事業の有効性 

早い段階から自身の終末期における医療や介護の受け方等について，家

族や医療介護関係者等と話し合い，共有する取組（ＡＣＰ）の県民への啓

発を進めることにより，本人や家族の意思を尊重した適切な支援を行うた

めの仕組みづくりの構築が図られた。 

（２）事業の効率性 

地区医師会の取組をホームページに掲載することにより，県内全域への

普及・展開が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【Ｎo.20（介護分）】 

権利擁護人材の担い手養成・確保事業 

【総事業費】 

8,736 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

・社会福祉法人広島県社会福祉協議会 

・福山市（福山市社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

○福祉サービス利用援助のニーズ増大と生活支援員の不足 

高齢化率の上昇に伴って要支援の認知症高齢者等も増加し，金銭管理や

生活支援サービス受給などの福祉サービス利用援助のニーズが増大して

いるが，実際に支援を行う生活支援員は微増に留まっており，必要な生活

支援員が不足している。 

○認知症高齢者等の増加に伴う市民後見人のニーズの増加 

急速な高齢者化の中で，高齢者のひとり世帯が増加している。そのよう

な状況下で認知症高齢者の権利擁護に寄与る市民後見人のニーズが増加

すると見込まれる。 

アウトカム指標： 

認知症患者の入院後 1年時点の退院率：59.8％（平成 29 年度） 

事業の内容

（当初計画） 

○権利擁護人材の担い手養成・確保（生活支援員等養成等研修） 

権利擁護の視点をはじめとする福祉サービス利用援助事業や成年後見

制度の広報啓発を行うとともに，権利擁護人材の担い手を養成・確保する

ことで，県域における権利擁護体制を整える。 

・地域の権利擁護人材の担い手の発掘（講演会，普及啓発(ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等)） 

・生活支援員等の養成研修の実施（担い手確保，スキルアップ；４回実施） 

○権利擁護人材育成（市民後見人養成研修） 

≪福山市≫ 

・市民後見人候補者の養成研修（30 人） 

・家裁から市民後見人として選任されるまでのフォローアップ研修 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○生活支援員等養成等研修（50 人） 

○市民後見人養成研修（30 人） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○生活支援員等養成等研修（11 人） 

○市民後見人養成研修（29 人） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

認知症患者の入院後 1年時点の退院率 

観察できなかった ※平成 30 年 3 月頃公表予定 

観察できた    → 指標： 
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（１）事業の有効性 

 事業を実施することにより，生活支援員及び市民後見人の候補者を養成

及び資質向上が図られた。 

（２）事業の効率性 

福祉サービス利用援助事業を行って，ノウハウがある県社会福祉協議会

が実施することにより，効率的に実施することができた。 

福祉サービス利用援助事業を実施を行っている市社会福祉協議会が実

施することにより，一体性を持った研修が図られ効率的に事業が行えた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.21（介護分）】 

介護予防・重度化予防推進事業 

【総事業費】 

18,453 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

広島県老人保健施設協議会，広島県リハビリテーション支援センター，一

般社団法人広島県作業療法士会，公益社団法人広島県理学療法士会，一般

社団法人広島県言語聴覚士会 

事業の期間 平成28年7月26日～平成29年3月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

○地域包括ケアシステム構築の進展に合わせて，高齢者の在宅での自立支

援，介護予防，重度化予防を実現させる地域の取組が必要。 

○病院・施設からの退所後などに起こる引きこもりを原因とした生活不活

発病の予防など，自立した日常生活を送ることを目指した「活動」「参加」

に視点を置いた生活機能訓練の取組が必要。 

アウトカム指標： 

要支援・要介護認定率 20％以下（Ｈ29 年度） 

事業の内容

（当初計画） 

○リハビリテーション関連団体が，高齢者が自立した日常生活を送ること

を目指し，高齢者の「活動」と「参加」を焦点に置き，生活機能訓練を主

眼にした研修をＯＴ,ＰＴ,ＳＴに対して実施し，介護予防・重度化予防を

推進する指導者を養成する。 

○研修の実施を通じて，市町との連携強化や関係機関のネットワーク化に

よる効率的なリハビリテーション提供体制の構築を図る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○老人保健施設勤務者対象ＯＴ,ＰＴ,ＳＴ指導者養成研修 

 地域リハビリ活動支援研修：2回（113 名） 

 地域リハビリ関連専門職指導者研修：4回（113 名） 

 実地研修：226 回（113 名） 

○介護サービス事業所勤務者対象   

ＯＴ,ＰＴ,ＳＴ指導者養成研修 

 （OT）介護予防推進研修：9回（250 名） 

 （OT）生活行為向上リハビリ指導者研修：9回（250 名） 

 （OT）認知症ｹｱ指導者研修：9回（250 名） 

 （PT）介護予防推進リーダー導入研修：2回（80 名） 

 （PT）地域包括ｹｱ推進リーダー導入研修：2回（80 名） 

 （PT）地域ｹｱ会議・介護予防事業等実践者報告研修：1回（80 名） 

 （ST）介護予防推進研修：3回（92 名） 

○病院・診療所勤務者対象  ＯＴ,ＰＴ,ＳＴ指導者養成研修 

 介護予防事業に係る専門的研修：10 回（150 名） 

 地域ｹｱ会議と自立支援に係る専門的研修：10 回（150 名） 

 介護予防に係るリハビリ支援研修：40 回（150 名） 
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アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○老人保健施設勤務者対象ＯＴ,ＰＴ,ＳＴ指導者養成研修 

 地域リハビリ活動支援研修：1回（155 名） 

 地域リハビリ関連専門職指導者研修：3回（155 名） 

 実地研修：210 回（155 名） 

○介護サービス事業所勤務者対象   

ＯＴ,ＰＴ,ＳＴ指導者養成研修 

 （OT）介護予防推進研修：19 回（233 名） 

 （OT）生活行為向上リハビリ指導者研修：8回（227 名） 

 （OT）認知症ｹｱ指導者研修：8回（852 名） 

 （PT）介護予防推進リーダー導入研修：2回（93 名） 

 （PT）地域包括ｹｱ推進リーダー導入研修：2回（93 名） 

 （PT）地域ｹｱ会議・介護予防事業等実践者報告研修：1回（41 名） 

 （ST）介護予防推進研修：14 回（121 名） 

○病院・診療所勤務者対象  ＯＴ,ＰＴ,ＳＴ指導者養成研修 

 介護予防事業に係る専門的研修：10 回（368 名） 

 地域ｹｱ会議と自立支援に係る専門的研修：10 回（109 名） 

 介護予防に係るリハビリ支援研修：19 回（281 名） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後1年以内のアウトカム指標： 

要支援・要介護認定率（第1号認定者） 

観察できなかった 

観察できた    → 指標：19.3%（平成29年3月末暫定値） 

（１）事業の有効性 

本事業により，介護予防・重度化予防を推進する指導者養成に取り組む

とともに，各地域での実践活動につなげるため，市町や関係機関とのネッ

トワーク化を進めている。 

（２）事業の効率性 

事業実施団体が連携して，研修の合同開催や指導者の派遣体制の構築に

取り組んでおり，効率的・効果的な事業実施を図っている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.22（介護分）】 

小規模事業所育成支援事業 

【総事業費】 

24,948 千円 

事業の対象

となる区域 

全県 

事業の実施

主体 

・広島市 

・一般社団法人広島県シルバーサービス振興会 

・広島県農業協同組合中央会 

・広島県生活協同組合連合会 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

介護職員の離職率は，事業所の規模が小さくなるほど高い傾向にあること

から，介護職員の離職率を低下させるためには，小規模事業所への対策が

必要である。 

アウトカム指標： 

＜成果指標＞                        （単位：％） 

 
 

成果指標（目標） 
介護職員が不足してい

ると感じる事業所数 

教育・研修計画策

定事業所数 
介護関係の離職率 

現状（Ｈ26） 60.4 ― 15.9 

Ｈ28 51.5 60.7 15.5 

最終目標（Ｈ29） 50.0 以下 62.7 15.5 以下 

事業の内容

（当初計画） 

①介護職員新任基礎研修 

■対象：小規模事業所の初任介護従事職員（経験 3 年未満）で，主とし

て介護に関係する資格を有していない者等 

■概要：介護従事者に必要な基礎知識・技術の修得及び小規模事業所の

職員間のネットワーク構築を目的とした研修 

②中堅職員研修 

■対象：県内の小規模事業所の中堅職員 (介護経験 5年程度以上の職員) 

■概要：小規模事業所の次期リーダー等としての実践的スキル向上，メ

ンタルヘルスマネジメント，事例別介護技術等の習得及び小規

模事業所の中堅職員間のネットワークの構築を目的とした研修 

③管理職員研修 

■対象：県内の小規模事業所の管理職員 

■概要：少人数職場における，組織づくり，職員育成体制の整備，職員

間交流のあり方等に関する知識の習得を目的とした研修 

④新任通所介護職員養成研修 

■対象：通所介護事業所の初任介護従事職員（経験 3 年未満）で，主と

して介護に関係する資格を有していない者等 

■内容：通所介護事業所の制度・サービスの理解等を目的とした研修 
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⑤新任ケアマネージャー等養成研修 

■対象：小規模事業所の初任のケアマネージャー，サービス提供責任者 

（経験 3年未満） 

■内容：利用者の自立支援に資するケアマネジメントや，専門職として 

習得すべき知識・技術力向上及び小規模事業所の職員間のネット 

ワーク構築を目的とした研修 

⑥-1 小規模事業所介護人材育成事業（広島市） 

■対象：広島市内の小規模事業所の介護職員 

■概要：多種多様な介護サービスについて，研修実施が困難な小規模事

業所において，小規模事業所に即した個別の課題に関する研修 

⑥-2 小規模事業所介護人材育成事業（広島市及び福山市を除く県内） 

■対象：県内（広島市，福山市を除く）の小規模事業所の介護職員 

■概要：多種多様な介護サービスについて，研修実施が困難な小規模事 

業所において，小規模事業所に即した個別の課題に関する研修 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

H27 年度の成果及びＨ28 年度目標  
 

事業 Ｈ27 実績 Ｈ28 目標 備考 

①介護職員新任基礎研修 
・21 回 

・参加者 511 人 
・参加者 630 人 

県内に設置されて

いるユニットを活

用し，研修内容の

普及等を図り，小

規模事業所職員の

底上げを図る。 

②中堅職員研修 ― ・参加者 250 人 

③管理職員研修 
・60 回 

・参加者 737 人 
・参加者 800 人 

④新任通所介護職員養成研修 
・6回 

・参加者 120 人 
・参加者 150 人 

⑤新任ケアマネージャー等養

成研修 
― ・参加者 60 人 

⑥-1 小規模事業所介護人材育

成事業（広島市） 

・4回 

・参加者 100 人 
・参加者 150 人 

⑥-2 小規模事業所介護人材育

成事業（広島市及び福山市を除

く県内） 

・75 回 

・参加者 1,773 人 

・100 か所 

・参加者 1,500 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

Ｈ28 年度実績 
 

事業 Ｈ28 目標 Ｈ28 実績 備考 

①介護職員新任基礎研修 ・参加者 630 人 
・19 回 

・参加者 543 人 

 

②中堅職員研修 ・参加者 250 人 
・12 回 

・参加者 301 人 

③管理職員研修 ・参加者 800 人 
・12 回 

・参加者 138 人 

④新任通所介護職員養成研修 ・参加者 150 人 
・5回 

・参加者 186 人 

⑤新任ケアマネージャー等養

成研修 
・参加者 60 人 

・5回 

・参加者 35 人 

⑥-1 小規模事業所介護人材育

成事業（広島市） 
・参加者 150 人 

・56 回 

・参加者 280 人 

⑥-2 小規模事業所介護人材育

成事業（広島市及び福山市を除

く県内） 

・100 か所 

・参加者 1,500 人 

・100 回 

・参加者 2,919 人 
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

福祉・介護人材の育成・定着 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１） 事業の有効性 

研修の体制整備が難しい小規模事業所に特化した研修を行うことによ

り，資質の向上・統一化，モチベーションアップにつなげることができた。 

（２）事業の効率性 

福祉・介護職員の質の向上及びモチベーションアップを図ることにより

人材の定着につながっている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.23（介護分）】 

看護職員キャリア支援事業（新人研修体制構築支援

アドバイザー派遣事業） 

【総事業費】 

170 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

広島県  

事業の期間 平成 28 年 9 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

新人看護職員は，養成所で学んだ知識と臨床の場で求められる高い実践能

力とのギャップによりリアリティショックの問題に悩みがちであり，適切

なフォローがされないと，知識や技術の問題を抱えたまま早期離職につな

がりやすい。 

新人研修体制の拡充に係る事業を実施し，看護の質の向上と早期離職防

止を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

H26 実績 41,451 人 ⇒ H28 目標 42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

研修プログラムやキャリアパスにおいて，医療と介護の連携や地域包括

ケアシステム構築に資する取組を求め，医療と介護の双方に携われるスキ

ルを持った人材の確保・養成を図る。 

〇新人研修体制が未整備の中小病院等に対しアドバイザーを派遣し，院内

教育における新人教育の位置づけや，教育プログラムの構築について助

言を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

200 床未満の中小病院等へアドバイザーを派遣（３施設） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

200 床未満の中小病院等へアドバイザーを派遣（２施設） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加  

観察できなかった 

観察できた    → 指標：42,904 人 

（１）事業の有効性 

新人研修体制を拡充することで，新人看護職員の実践能力が向上し，早

期離職を防止するため，医療施設従事看護職員数の減少に歯止めをかける

ことができた。 

（２）事業の効率性 

(公社)広島県看護協会，各医療機関の看護管理者等と連携・協力して，各

種の事業を看護職員の実態に合わせて実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.24（介護分）】 

ワークライフバランス推進事業 

【総事業費】 

5,458 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

事業の実施

主体 

広島県・広島県看護協会 

事業の期間 平成 28 年 4 月１日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

 今後増加が見込まれる医療ニーズに対応するには，看護職員の離職防

止・定着を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

 医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

 H26 実績 41,451 人 ⇒ H28 目標 42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

〇看護管理者等に対する相談・研修を実施し，看護職員が職場と生活の調

和（ワークライフバランス）を実現させ，健康で働き続けられる職場づく

りを支援する。 

・就業に関する相談窓口の設置 

・アドバイザー派遣 

・研修会の実施 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○ナースセンター相談窓口（常設），産業カウンセラー相談（２回／月） 

○希望施設に対してアドバイザー派遣（２施設） 

○研修会（１回） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○ナースセンター相談窓口（211 件／年），産業カウンセラー相談（60 件

／年） 

○希望施設に対してアドバイザー派遣（1施設） 

○研修会（２回開催） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加  

観察できなかった 

観察できた    → 指標：42,904 人 

（１）事業の有効性 

就業に関する相談や施設に対するアドバイザー派遣，研修会の実施によ

り，健康で働き続けられる職場づくりを支援し，離職防止・定着を図るこ

とで，看護職員数の維持・確保に有効である。 

（２）事業の効率性 

 (公社)広島県看護協会，各医療機関の看護管理者等と連携・協力して，

各種の事業を看護職員の実態に合わせて効率的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【Ｎo.25 介護分）】 

魅力ある看護の人材確保総合推進事業 

【総事業費】 

13,354 千円 

事業の対象

となる区域 

全区域 

事業の実施

主体 

広島県看護協会 

 

事業の期間 平成 28 年 7 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

 看護職員は年々増加傾向にあるが，今後増加が見込まれる医療ニーズに

対応するには，質の高い看護職員を継続的に確保するとともに，確保した

人材の定着を図る必要がある。 

 多くの看護職員が，夜勤や長時間勤務等，厳しい就業環境に置かれてお

り，離職率が高いことから，勤務環境の改善や短時間勤務等，多様な働き

方を推進し，離職防止を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

 医療施設従事看護職員数の増加 

 ※厚生労働省衛生行政報告例（隔年調査）による。 

 H26 実績 41,451 人 ⇒ H28 目標 42,690 人 

事業の内容

（当初計画） 

○「魅力ある看護の人材確保総合推進事業検討委員会」の開催 

○自己点検ツールの普及・活用を図るためのワークショップ・研修会の開

催，アドバイザー派遣の実施 

○看護の魅力発信・普及啓発 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○「魅力ある看護の人材確保総合推進事業検討委員会」２回開催 

○自己点検ツールの普及・活用を図るためのワークショップ 1回，研修会

４回開催，アドバイザーを４医療機関に派遣 

○中高生向けに看護の魅力を発信するインターネット配信番組３話作成 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○「魅力ある看護の人材確保総合推進事業検討委員会」２回開催 

○看護職員へのアンケート調査，自己点検ツールの作成 

○ワークショップ２回，管理者セミナー２回，新任職員教育担当者セミナ

ー３回開催 

○中高生向けに看護の魅力を発信するインターネット配信番組３話作成 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事看護職員数の増加  

観察できなかった 

観察できた    → 指標：42,904 人 

（１）事業の有効性 

 看護職員を取り巻く勤務環境は厳しく，離職率が高く推移する中，医療

機関等の自己点検ツールの作成，活用等により，各医療機関等の実情に応

じた効果的な看護職員の確保・定着が図れた。 

（２）事業の効率性 

 専門的な知識を有する団体が事業の実施主体であり，看護に関する関係

団体等で構成する検討委員会による意見を反映した上で，事業を効率的に

実施できた。 

その他   


